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はじめに 

 

 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正により、教育委員会は、毎年、その権限に属する

事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、その報告書

を議会に提出するとともに、公表することが義務づけられました。また、その際、客観性を確保する観点

から、教育委員会以外の学識経験者による知見の活用を図ることになりました。 

 七戸町教育委員会では、効果的な教育行政の推進に資するとともに、町民の皆様への説明責任を果たす

ため、学識経験者からなる「七戸町教育評価審議会」からご意見等をいただきながら、教育委員会の事務

の管理・執行状況について点検及び評価を行い、報告書を作成いたしました。 

 この結果をこれからの施策等に反映させ、教育施策を着実に推進していきたいと考えておりますので、

町民の皆様のより一層のご理解とご協力をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄） 

 

   （教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

  第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任された事務 

その他教育長の権限に属する事務（同条第３項の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含 

む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会 

に提出するとともに、公表しなければならない。 

  ２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用 

   を図るものとする。 
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Ⅰ 点検・評価の概要 

 １ 点検・評価の対象 

（１）  点検・評価の対象 

     七戸町教育施策の方針に基づいて実施する学校教育、社会教育、社会体育、文化財保護と芸術文 

化振興等の各分野を構成する主な事務事業を対象に点検・評価を行った。 

（２）  点検・評価の方法 

    各分野、施策に属する事務事業を点検・評価するため、事務事業ごとに事業費、目的、事業効果

等を整理し、その結果に基づいて事業評価及び今後の取組等について記載した。 

（３）  学識経験者の知見の活用 

    教育委員会が実施した点検・評価の客観性を確保するため、教育評価審議会を開催し、教育に関 

し学識経験を有する者（教育評価審議会委員３人）から意見をいただき、点検・評価の実施と報告

書の作成を行った。 

 

 ２ 点検・評価作業の経緯 

    平成３０年７月 ２日  点検・評価に係る資料作成依頼 

         ８月３１日  第１回教育評価審議会 

         ９月２１日  第２回教育評価審議会  

        １０月２６日  第３回教育評価審議会 

           〃    教育評価審議会が平成２９年度教育委員会の事務事業に対する意見書

を提出 

        １１月１９日  文教厚生常任委員会において本報告書（案）について説明 

        １１月２１日  教育委員会定例会において本報告書（案）を承認 

        １２月 ３日  町議会定例会に本報告書を提出 

 

 ３ 評価報告書の公表 

    評価報告書は、七戸町ホームページに掲載し公表する。 

 

 ４ 点検・評価に際し、委嘱した学識経験を有する者 

    七戸町教育評価審議会 

委員 松林 和子 

     委員 石田 隆平 

     委員 冨浦 一行 
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 ５ 前年度（平成２８年度事務事業分）の点検・評価における教育評価審議会の意見書に対する説明 

   

教育評価審議会意見書（抜粋） 所管課回答 

（１）学校給食費給付金事業については、昨年度も

意見として取り上げているが、予算規模が大き

いため、保護者の一部負担を実施し、他の学校

教育費、例えば、施設の修繕費や教材費の予算

を充実した方が、教育環境の改善に資すると考

えられる。 

   また、一部でも負担することにより、保護者

の子供へ対する教育の意識や責任感の高まり

も望めると考えられることから、検討してほし

い。 

（学務課） 

学校給食費給付金事業は、保護者の経済的負担が

軽減され、子育て支援策としての効果が認められて

いる。近隣町村でも当町の事業効果を認め、本事業

の実施を進めてきている。また、本事業は、当町の

定住化促進施策の一つに位置づけられているため継

続していきたい。教育費については、充実を図る。 

 

（２）外国語指導について、ＡＬＴ派遣事業、異文

化交流事業、国際交流事業等、子供たちが英語

に接する機会を増やす事業を実施しているが、

数年後の小学校高学年の英語の教科化、中学年

の英語活動の充実に向け、小学校教員の英語の

指導力向上のための方策を早期に示し実践に

移してほしい。 

（学務課） 

 小学校教員の英語指導力の養成と児童の学習援助

等を目的として、英語教育コーディネーター設置要

綱を制定し、平成３０年度から天間西小学校に１名

配置し、チームティーチング（ＴＴ）による教員の

指導とともに児童の指導計画立案の援助等を行うこ

ととした。 

 今後は、効果的・効率的な指導力向上を図るため、

検証・検討を行っていく。 

（３）町立美術館について、平成２８年度は、魅力

のある企画展等を開催した結果、入館者数が大

幅に増えた。今後、さらに魅力ある企画展等を

実施し、それをより多くの人々に発信していく

ために、美術館のホームページのイベント情報

コーナーにワンクリックで辿り着けるような

工夫をしてほしい。 

   また、企画展が開催されていない時期の来館

者を増やすためには、町民を巻きこんだイベン

トを開催したり、ランプや絵馬等常設している

作品については、一部を、例えば雛人形等の町

内にある文化財と入れ替えての展示や、七戸十

和田駅の観光交流センターに幾つかのランプ

を展示して「鷹山宇一」の紹介や美術館への導

線をつくるなど、様々なアイディアを出してア

ピールしてほしい。 

（生涯学習課） 

特別展が開催される場合、美術館のホームページ

に特別展の情報にワンクリックでたどり着けるよう

にしている。今後は、町のホームページに広告を掲

載できるよう担当課と協議していく。 

ランプや絵馬等の常設している展示物は、壊れや

すいことや国指定重要有形民俗文化財のため、作品

を適正に管理するうえで、美術館の外に展示するの

は難しいと考えるが、美術館の事業をさらにアピー

ルする対策として、七戸十和田駅の観光交流センタ

ーに大型案内看板等を設置するなど、来町者が美術

館を訪れやすい動線がつくられるような施策を講じ

ていきたい。 
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（４）公民館の実施している事業について、七戸地

区と天間林地区で同じ内容の各種講座を開設

しているが、町村合併から１０数年経過してい

るので、整理・統合を検討してほしい。 

  連合婦人会育成事業については、公民館が所管

していることに疑問があるし、ある程度の目的

は達成したと思われ、また、役場全体で見ると、

女性が構成員の組織が複数あることから、整

理・統合を検討し、個々の負担を軽減していく

必要があると思われる。 

  文化協会の育成支援事業については、個々の団

体は自ら活動しているが、それを取りまとめる

文化協会の事務は公民館が行っていることか

ら、自分たちで事業を企画・立案していけば、

事業の活性化に繋がると思われることから、自

立について強力に推進してほしい。 

 

（七戸中央公民館・七戸南公民館） 

① （七戸中央公民館及び七戸南公民館講座開設事

業関係） 

過去に、同じ内容の講座が開催された時があっ

たが、日時、場所、講師がそれぞれ異なるため、

受講の選択の幅が広がり、町民のニーズに応えた

かたちで開催できたと考えている。なお、今年度

は同じ内容の講座の開催予定はない。 

 

② （連合婦人会育成事業関係） 

連合婦人会は各単位（分館）の婦人会が集まっ

た団体であることから、地域コミュニティの形

成・充実及び地域の活性化を図ることも目的とし

ている。 

    女性の構成員組織が複数あるとしても、それぞ

れの団体で目的が違い、それぞれの活動を行って

いることから、整理・統合をする必要がないと考

える。 

連合婦人会については、代表的な社会教育団体

であり、各単位での地域活動及び分館活動におい

ては、必要不可欠な団体であるため、公民館で所

管し、今後も地域のために活動していただきた

い。そのためには継続して補助金を助成し、公民

館として支援していく必要があると考えている。 

 

③ （文化協会育成支援事業関係） 

文化協会の自立に向けて支援・指導を行ってき

ているが、会員の高齢化と事務局を担える人材の

育成ができず、独立するのは難しい現状である。 

ただ、文化協会の大きな事業である文化公演会

については、自分たちで内容や講師等を検討し、

準備から当日運営、片づけまで会員で行っている

ことから、今後は、会員の中から事務局を担う人

材を育成しつつ、公民館による継続的な支援・指

導を行っていく必要がある。 

 



4 

 

Ⅱ 平成２９年度七戸町教育施策の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

七戸町教育委員会は、「潤いと彩りあふれる田園文化都市」の

形成に向け、健康で、創造性に富み、新しい時代を主体的に切

り拓く人づくりを目指し、 

 

１ 「生きる力」を育むための、子供たちの未来のための、学校教育 

 

２ 学校と家庭、地域が連携を深め、地域社会全体の教育力の向上 

 

３ 伝統文化を尊重し、我が郷土に誇りをもつ態度の育成 

 

４ 生涯を通して生き生きと学び続ける機会や場の提供 

 

を、関係機関･団体、地域との密なる連携を図りながら推進します。 
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―「生きる力」を育むための、子どもたちの未来のための、学校教育― 

学校教育の方針と重点 

 

１ 方 針 

    郷土に誇りを持ち，多様性を尊重し，創造力豊かで，新しい時代を主体的に切り拓く幼児児童生徒を育成

するため，教育は人づくりという視点に立って，学校運営に創意工夫をこらし，夢や志の実現に向け，知・

徳・体を育む学校教育の推進に努める。 

 

２ 重 点 

（１） 授業の充実 

     一人一人の子供が，各教科や総合的な学習の時間等において主体的に取り組み，確かな学力を身に付

けることができるよう，児童生徒理解に基づいた学年・学級経営の充実を図りながら，一人一人の能力・

適性に応じた指導と学習習慣の育成に努める。 

ア  教材研究の深化と魅力的な授業づくりの推進 

    ・ 基礎的・基本的な知識・技能の確実な習得 

    ・ 言語活動の充実を図り，学習意欲を高める授業の実践 

    ・ 習熟の程度の把握・教材研究の深化に基づく「わかる授業」の実践 

   イ 指導と評価の一体化 

    ・ 自力解決の場の設定と適切な授業形態の工夫 

    ・ 評価の見直しと評価に応じた具体的な指導の充実 

    ・ 必要に応じた補充的学習や発展的学習の導入 

   ウ 学習環境づくりと学習習慣の確立 

    ・ 生徒指導の機能を生かした授業や学年・学級経営の充実 

    ・ 他校種や家庭と連携した学習習慣の確立 

    ・ 一人一人を生かすための学習環境の整備 

    ・ 読書習慣を身に付けるための読書活動や学校図書館の有効活用 

    ・ 縦の連携，横の連携を生かした学習習慣の確立 

 

 （２） 道徳教育の充実 

一人一人の子供が，人間尊重の精神と生命に対する畏敬の念を具体的な生活の中に生かし，豊かな心

をもつことができるよう，全教育活動を通じて道徳性の育成に努める。 

   ア 教育活動全体を通じての道徳教育の充実 

・ 全教職員が一丸となった校内研修の実施 

・ 道徳の時間と教科・領域・総合的な学習の時間，「私たちの道徳」との関連を明確化にした年間指

導計画の作成と効果的な活用の工夫 

    ・ 子供の道徳性の実態に即した資料選択と分析・多様な指導方法の工夫 

イ 道徳性の育成や社会性の育成を目指した体験活動 

    ・ 道徳の時間との関連性を明確にした体験活動の推進を図るための具体的年間指導計画の作成 
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    ・ 豊かな体験活動と望ましい集団活動の充実 

ウ 郷土を愛する心を育む指導の充実 

         ・ 我が国や郷土の伝統・文化に対する愛着と誇りを涵養する教育の推進 

・ 資料の開発・活用 

 

（３） 特別活動の充実 

一人一人の子供が，望ましい集団や豊かな体験の中で互いの個性を認め合い，協力してよりよい生活

や人間関係を築いていくことができるよう，自主的，実践的な態度の育成に努める。 

ア 自主的な態度を育む学級活動の工夫 

  ・ 望ましい人間関係づくりや，生活をよりよくするための活動の工夫 

  ・ 自ら話し合って決めたことを実行し，つくったきまりを守る活動・実践を振り返る活動の充実 

イ 自治的な意識を高める児童会活動・生徒会活動の工夫 

  ・ 指導のねらいを明確にした活動内容の設定 

  ・ 児童生徒の発想や計画を生かし，自治的・自発的な活動の指導・支援の工夫 

ウ 児童の個性の伸長と触れあいを深めるクラブ活動の工夫 

  ・ 児童の自発的な発想を生かしたクラブ活動の工夫 

  ・ 教師の適切な指導のもと，児童自身による運営 

エ 感動や連帯感を高める学校行事の工夫 

  ・ 教育活動全体を見通した調和のとれた学校行事の指導計画の作成 

  ・ 行事のねらいや意義を理解させ，一人一人の児童生徒に具体的目標を持たせるための指導及び運

営 

  ・ 学校行事の組織的な評価体制の確立 

オ 各内容のねらいと意義を理解させ，一人一人の児童生徒に具体的目標を育てるための指導の充実 

 

（４） 体育・健康教育の充実 

     一人一人の子供が，生涯にわたり自ら進んで運動に親しみ，健康・安全で活力のある生活を送ること

ができるよう，家庭や地域社会との連携を図りながら，心と体を一体としてとらえ，健やかな体を育む

教育の推進に努める。 

ア 運動に親しむ資質や能力の育成及び体力の向上を図る指導の充実 

    ・ 自己の動き，運動の特性に応じた基本的動きや技能を実感させるための授業におけるＩＣＴの活用 

    ・ 体力テストの分析から，個人・集団の課題の明確化と課題解決に向けた具体的取り組みの充実 

イ 健康に関する知識を身に付け，自ら健康な生活を実践できる指導の充実 

    ・ 児童生徒の心身の健康状態を把握し，個人や集団の課題を明確にした指導の充実 

    ・ 強化体育・学級活動等における保健学習及び保健指導等，教育活動全体を通じた体系的な保健教育

の充実 

ウ 食に関する指導の充実                       

・ 肥満傾向や過度の痩身，偏食，アレルギー等の個別指導が必要な子供への指導における担任，養護

教諭と保護者との連携強化 

・ 児童生徒の食生活の実態を踏まえ，望ましい食習慣を身に付けることができる指導の充実 
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エ 身の回りの生活の安全，防災等，安全に関する情報を正しく判断し，安全のための行動を実践できる

力の育成 

オ 健康・安全のために，家庭や地域社会及び関係機関等との連携の推進 

 

（５） 生徒指導の充実 

     一人一人の子供が，豊かな生活を送ることができるよう，家庭や地域社会及び関係機関等との連携を

図りながら，心の結びつきを基調とした指導を行うとともに，問題行動等の未然防止，早期発見・早期

対応に努める。 

ア 自己指導力を育む協同指導体制の充実 

・ 全教職員の共通理解に基づいた実践項目の設定と校内研修のさらなる充実 

・ いじめや不登校等の未然防止，早期発見・早期対応及び組織的な初期対応の充実 

・  問題行動等への組織的な取り組みの定期的な点検・改善の機会や場の設定 

・ 児童生徒の健全育成を図った学校間，家庭，地域社会及び関係機関等との連携 

   イ 生徒指導の機能を生かした授業や学年・学級経営の充実 

    ・ 個に寄り添った教育相談体制の充実 

    ・ 児童生徒一人一人の存在の尊重及び信頼関係を構築するための取り組みの充実 

 

（６） キャリア教育の充実 

     一人一人の子供が，自らの生き方を考え，社会的・職業的自立ができるよう，必要な基盤となる資質，

能力，態度の育成に努める。 

ア 校内推進体制の整備・充実 

・ 全体計画及び各学年の年間指導計画の見直し，組織的・機能的な運営 

イ 将来の生き方指導・進路指導の充実 

・ 幅広い啓発的体験活動の意図的・計画的実施，保護者への積極的な情報発信の推進 

・ 児童生徒の個性や能力の把握，悩みを解消するための具体的指導やキャリアカウンセリングの充

実 

・ 進路に関する情報や資料を整備・蓄積し，効果的な活用 

ウ 児童生徒の発達の段階に応じた勤労観・職業観の育成 

・ 家庭や地域社会の協力を得た職場見学，職場体験等の更なる充実 

 

 （７） 特別支援教育の充実 

     発達障害を含む障がいのある子供が，障がいによる学習上又は生活上の困難を主体的に改善・克服す

るとともに，そのもてる力を最大限に発揮して自立や社会参加ができるよう，一人一人の教育的ニーズ

を把握し，適切な指導及び必要な支援に努める。 

ア 校内支援体制の整備･充実 

・ 校内及び校種間における引き継ぎ体制の整備と組織的・継続的支援 

    ・ 全教職員の専門性の向上 

イ 指導の充実 

・ 個に応じた適切な教育課程の編成と指導と評価の充実 
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・ 個別の指導計画の作成と活用による指導の充実 

・ ねらいを明確にした交流及び共同学習の実施 

ウ 家庭や地域社会及び関係機関との緊密な連携 

・ 将来の自立や社会参加にむけて個別な支援計画の作成と家庭や地域社会及び関係機関との緊密な連

携 

 

（８） 環境教育の推進 

     一人一人の子供が，環境と人間とのかかわりについて関心と理解を深め，環境に対する豊かな感受性

を養うことができるよう，環境保全に主体的に取り組む態度の育成に努める。 

ア 教科等間の連携を踏まえた指導の工夫 

・ 全教職員による趣旨の共通理解と協力体制の整備 

・ 各教科等との関連を明確にした年間指導計画等の作成・改善 

   イ 地域の環境の実態に即した指導の工夫 

    ・ 小学校と中学校の連携に配慮し，効果的で継続的な指導 

   ウ 環境にかかわる体験学習の推進 

    ・ 学んだことの実践を情報発信し，家庭や地域社会及び関係機関との連携の充実 

 

（９） 国際化に対応する教育の推進 

     一人一人の子供が，我が国や諸外国の文化と伝統について感心を高め，理解を深めるように全教育活

動を通した計画的な指導の工夫に努める。 

ア 郷土に対する愛着と誇りを涵養する教育の推進 

   イ 外国語指導助手等を活用 

・ 外国語による４技能（話す・聞く・読む・書く）を総合的に活用できるコミュニケーション能力を

図ろうとする態度の育成 

ウ 異なった文化や習慣をもつ人々との交流の工夫 

（10） 情報化に対応する教育の推進 

一人一人の子供が，情報活用能力を身に付けることができるよう，情報モラルにかかわる指導の充実

を図り，系統的・体系的な情報教育の推進に努める。 

ア 情報教育を推進する指導体制の整備・充実 

・ 情報担当者を中心とした全体計画・年間指導計画の見直し，授業公開や活用事例蓄積といったＩＣ

Ｔ活用面での運用，学校情報セキュリティーポリシーの策定 

イ 学習指導におけるコンピュータ等の適切な活用の推進 

・ 学習に対する興味・関心を高める場面，わかりやすく説明する場面など，ＩＣＴの適切な活用 

ウ 家庭や地域社会と連携しながら児童生徒の安全を守る「情報モラル教育」の推進 

・ インターネット上のトラブルから身を守るための知識を身につける活動の工夫 

 

（11） 総合的な学習の時間の充実 

     自校で育てようとする資質や能力及び態度を明確にした総合的な学習の時間の充実に努める。 

ア 目標及びその趣旨の共通理解 
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・ 総合的な学習の時間の目標及びその趣旨の五つの要素の共通理解 

イ 七つの要素を示した全体計画及び年間計画の改善 

    ・ 小学校と中学校の接続を意識した計画の改善 

   ウ 他者と協同して問題を解決しようとする学習活動，体験活動，観察・実験，見学や調査，発表や討論

等の学習活動の工夫 

   エ 評価方法の工夫 

・ 自校の目標や内容に沿った評価の観点の設定と育てようとする資質や能力及び態度の育成を適切に

評価するための評価基準の設定 

・ 学習の結果だけでなく，学習の過程の評価方法の工夫 

 

 （12） 研修の充実 

              教職の専門性を高め，教育活動の充実を図るため，校内研修体制の整備・充実に努める。 

   ア 全教職員による組織的・計画的な研修の整備・充実 

    ・ 校内外の研修から得た情報を共有する場の確保に努め，教育専門職として調和のとれた研修を推進 

   イ 学校の教育課題解決のための実践的研究方法や評価方法等の明確化と検証の共有化 

    ・ 日常の授業実践に生かす，児童生徒の変容の評価・検証の工夫 

   ウ 教育要領・学習指導要領に基づく実践的研究の充実 

 

 （13） 幼稚園教育の充実  

人格形成の基盤づくりと幼児の健やかな成長のために，幼児期の発達の特性と内面理解に立った環境

構成を工夫し，体験を重視した指導・援助に努める。 

ア 発達の特性に応じた指導の充実 

・ 小規模・少人数の特性を生かした指導計画の作成の工夫と改善 

・ 基本的な生活習慣や態度の育成 

    ・ 幼児の内面理解に立った環境構成の工夫 

   イ  集団のもつ教育力を生かした豊かな心の育成 

    ・ 遊びなどの体験を通し，自立と共同の態度・道徳性の芽生えを培う指導の育成 

    ・  みずみずしい感性や創造性を育てる表現活動の充実 

    ・ 家庭や地域社会，近隣の小学校や保育所等との連携 
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―学校と家庭、地域が連携を深め、地域社会全体の教育力の向上― 

社会教育行政の方針と重点 

 

１ 方 針 

町民が，自己の向上を目指して生きがいのある充実した生活を送るとともに，豊かで住みよい地域社会を

つくり出すことができるよう，学びを生かしつながりをつくり出す社会教育の推進に努める。  

 

２ 重 点 

（１） 学校・家庭･地域の協働による未来を担う人財の育成 

ア 青少年の体験活動の充実 

  ・ 身近な地域における体験活動での，異年齢交流や世代間交流の促進 

  ・ 関係団体との連携による，活動内容の充実 

 イ 地域が支えるキャリア教育の充実 

・ 企業や関係機関・団体との連携による，キャリア形成のための学習機会の充実 

ウ 地域全体で子どもを育む活動の充実 

・ 学校支援ボランティア組織への支援 

・ 学校・家庭・地域の協働による教育活動の充実 

エ 家庭教育支援の充実 

 ・ 学校及び関係機関との連携による，幼児期、学童期、思春期の子どもを持つ親に対する

学習機会の充実 

・ 子育てサークル等の家庭教育支援団体の育成と支援 

 

 （２） 活力ある地域コミュニティの形成に向けた人財の育成 

ア 地域活動の実践者の育成 

・ 家庭教育支援や各種ボランティア活動等についての，新たな実践者の育成 

・ 地域課題に対応した学習機会の提供及び企画運営に参画できる体制づくり 

イ 地域活動の指導者，コーディネーターの養成 

 ・ 各種ボランティア団体やサークルの地域活動の計画的支援並びに養成 

 ・ 資質向上のための研修機会の提供 

ウ 地域活動に関わる人財のネットワーク形成の支援 

 ・ 各地域の指導者及びコーディネーター相互の交流機会の提供 

 ・ 関係機関・団体等と連携協力するためのネットワークづくりの推進 

 

 （３） 一人一人の主体的な学習と社会参加の推進 

ア 関係機関との連携による多様な学習活動の支援 

 ・ 多様な学習ニーズや地域課題に応じた学習機会や学習の成果を生かす機会や発表の場の

充実 

・ 関係機関との連携により学習内容の充実並びに主体的な学習活動の支援 



11 

 

イ 学習成果を生かした社会参加活動の支援 

 ・ 各種発表会・イベント・地域行事への参加等，学習の成果を生かす機会や発表の場の充

実 

・ 学習者・参加者が企画立案にかかわるための実施体制の改善及び社会参加活動への支援 

（４） 社会教育推進のための基盤整備 

ア 社会教育推進体制の充実  

 ・ 多様化する学習ニーズを反映させた社会教育計画の策定と，改善に役立つ事業評価の創

意工夫 

・ 関係機関・団体との連携協力体制の強化 

   イ 社会教育施設の機能の充実と活用の促進 

 ・ 地域の特色と，公民館，図書館等の社会教育施設の特性を生かした取り組みの推進と活

用の促進 

・ イベントや講座等の企画の充実と周知方法の工夫による，施設活用の促進 

ウ 社会教育関係職員の養成と資質の向上 

 ・ 社会教育主事や図書館司書，学芸員等の有資格者の計画的な養成 

 ・ 社会教育関係職員の研修機会の充実と資質の向上 

エ 社会教育関係団体等の活動の支援 

 ・ 社会教育関係団体指導者の各種研修への積極的な参加支援 

・ 指導者養成研修の計画的な実施 

 

 

※「人財」とは 

青森県では，‘人は青森県にとっての「財（たから）」である’という基本的考えから，「人

材」を「人財」と表しています。この七戸町教育施策の基本方針でも「人財」という言葉で統一

しています。 
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―伝統文化を尊重し、我が郷土に誇りをもつ態度の育成― 

文化財保護と芸術文化振興の方針と重点 

１ 方 針 

町民一人一人が，郷土に対する愛着と誇りをもち，潤いのある生活の実現を目指すとともに，芸術文化の

伝承・創造や貴重な文化財の保存・活用の推進に努める。 

 

２ 重 点 

（１） 芸術文化活動の充実 

芸術文化団体及びサークル等の自主的な活動を奨励し，その伝承・創造を促進するための

支援に努める。 

ア 芸術文化に関する団体及びサークル等の育成 

 ・ 自主的な活動についての町内外への情報の発信 

・ 芸術文化団体及びサークル等の連携による発表会の機会の創設 

イ 鷹山宇一記念美術館等との連携 

    ・ 芸術文化団体及びサークル等への研修機会の提供 

    ・ 子ども・青少年が芸術に直接触れることのできる機会の提供 

 

 （２） 文化財の保存・活用の充実 

     町内に存在する有形・無形の文化財等の保存・活用とその環境の整備に努める。 

ア 史跡二ツ森貝塚の世界文化遺産登録に向けた取組の推進 

イ  文化財の保存 

 ・ 歴史上や学術上価値の高い有形・無形文化財や埋蔵文化財、民俗文化財等の保存 

・ 文化財 保護の周知・啓発 

    ・ 国史跡指定地の公有地化 

   ウ 文化財の管理・活用 

    ・ 史跡や名勝、天然記念物の保存のための管理と環境保全 

    ・ 保管している文化財の公開展示と公開講座等の開催 

 

 （３） 伝統芸能・工芸技術等の継承 

     郷土に伝わる伝統芸能・工芸技術等の保存・継承を奨励し，それに相応しい環境の整備に

努める。 

ア  伝統芸能・工芸技術等の保存 

     ・ 歴史的価値の高い伝統芸能・工芸技術等の町指定 

・ 記録の作成等による保存と情報の発信 

   イ 伝統芸能・工芸技術等の継承 

      ・ 伝承活動及び後継者の育成に対する支援 

      ・ 伝統芸能・工芸技術等の発表機会の奨励・支援 

 

 （４） 文化交流センター施設の管理 

   ア 文化交流センター内にある資料の保存管理 
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―生涯を通して生き生きと学び続ける機会や場の提供― 

社会体育の方針と重点 

１ 方 針 

町民が，健やかで活力に満ちた生活の実現を目指すとともに，健康の維持増進・体力の向上に

必要なスポーツ活動及び夢や感動を与える競技者・団体の育成等を通じて生涯スポーツ社会の実現

に向けた環境づくりの推進に努める。 

 

２ 重 点 

(１) 生涯にわたるスポーツライフの実現 

心身両面にわたる健康の維持増進と体力の向上を図るとともに，町民１スポーツの普及・奨

励に努める。 

ア スポーツに親しむ環境づくり 

  ・ スポーツへの興味・関心を高める各種教室・講習会等の開催やスポーツ活動の機会の提

供 

  ・ 健康とスポーツとの関わりや気軽にできる軽スポーツ等の情報の提供 

イ 地域スポーツ活動の普及・奨励   

・ 町民相互の連携及び地域の活力の醸成を図るスポーツ交流の普及・奨励 

・ 誰でも親しめる総合型地域スポーツクラブ設置の取組 

 

（２） 競技者の育成を図る環境づくり 

   競技者の競技力の向上を図るとともに，トップレベルの競技者の育成に努める。 

ア 競技力を高める環境づくり 

  ・ 町体育協会やスポーツ少年団等の自主的な活動の奨励・支援 

  ・ スポーツ科学を導入した指導者の養成と研修機会の提供 

 イ 各種スポーツ大会出場の奨励 

  ・ 競技選手の強化練習の充実 

  ・ 指導技術に長けた指導者の活用 

 

（３） スポーツ振興の体制整備 

   生涯にわたるスポーツライフの実現を目指し，スポーツに親しみ競技力を向上させる体制

整備に努める。 

ア 指導者の確保 

  ・ 要請に応じて地域やスポーツ団体へ派遣できる指導者の人材バンクへの登録・活用 

  ・ スポーツ推進委員や体育協会会員の研修会・講習会等への派遣 

 イ スポーツ振興の充実 

  ・ 体育協会を中核として各種スポーツ団体や職域団体，地域の代表等の相互理解に基づく

生涯スポーツへの取組 

  ・ 構成する各種団体からの指導者の相互派遣 

ウ 社会体育施設等の有効活用の促進 

  ・ スポーツ担当職員の研修の充実と実地指導による支援 

  ・ スポーツ活動に関する情報の収集・発信 



14 

 

―学校と家庭、地域が連携を深め、地域社会全体の教育力の向上― 

公民館の方針と重点 

 

１ 方 針 

   公民館は，社会教育機関として町民の学習要求に応えるほか，地域社会の活性化を図るために，

良好な人間関係を基盤とした住民相互の豊かな関係を醸成するなど，地域づくりの拠点となるこ

とから，多くの町民が公民館に関心を持ってもらうとともに，更なる公民館利用促進につながる

よう努める。 

 

２ 重 点 

 （１） 公民館等の充実及び活用の促進 

ア より多くの住民が利用しやすい公民館となるような環境整備 

    ・ 施設や備品の計画的な整備促進 

    ・ インターネットを活用した施設予約サービスの充実 

   イ 自己啓発・向上に資する講座・研修会等の開催 

    ・ 子ども対象事業及び親子対象事業の充実 

    ・ 地域活動に参加できるきっかけ（地域デビュー）の提供 

   ウ 各分野のリーダーの計画的・体系的な育成 

・ 新たな自主グループの発足に向けての相談や支援の充実 

・ グループ活動に繋がる主催講座の実施 

 

 （２） 社会教育団体や学習サークル等の活動への支援 

ア 学習活動を支援する指導者・コーディネーター等の紹介・斡旋 

    ・ 町内の人財活用 

    ・ 利用者相互の交流の促進 

   イ 学習活動に必要な施設設備等の有効活用及び情報機器等による学習情報の提供 

    ・ 県及び上北教育事務所管内で開催されるイベント及び各種講座，学習会の周知 

   ウ 各種発表会・展示会等，文化創造活動の機会と場の提供 

    ・ 活動成果の積極的な披露 
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図書館の方針と重点 

 

１ 方 針 

   地域住民の資料や情報センターとしての役割を果たすとともに，ボランティア団体等の活動の

支援や利用者のニーズに対応した環境整備と情報提供に努める。 

 

２ 重 点 

（１） 図書資料の整備充実と利用の促進 

ア 図書館資料の充実 

    ・ 蔵書のバランスを考慮し，かつ利用者ニーズに対応した一般書・児童書の収集整備 

    ・ 地域資料の積極的な収集整備 

   イ 図書館サービスの充実 

    ・ 予約・リクエスト・相互貸借サービスの利用による，利用者と本を結びつけるための，迅速・適切

な対応 

    ・ レファレンスサービス（図書館資料を用いての調べもの案内）の強化 

  

（２） 読書活動の推進 

ア 子ども読書活動の推進 

    ・ 幼児・児童が本に親しむ環境の整備 

    ・ 日頃読書習慣のない児童に向けた，本に触れる機会の提供 

    ・ 「ブックスタート事業」の推進 

    ※ 乳児が絵本をとおして家族との触れ合いの時間を持ち，さまざまな子育て支援につなげるきっかけ

づくりを行う。 

   イ 生涯学習の推進及び支援 

    ・ 生涯学習のきっかけとなる，さまざまな文学作品に触れる機会の提供 

    ・ 読書団体への資料提供等協力や催事への後援 

   ウ ボランティア活動の育成と支援 

    ・ 図書ボランティアの円滑な活動のための各種研修会への派遣や活動機会の提供 
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Ⅲ 平成２９年度教育委員会の活動状況について 

 

  教育委員会は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第

７６号）により、平成２９年５月１７日から教育長及び４人の委員をもって組織し、学校その他の教育

機関の設置、管理及び廃止に関することや教育財産の管理に関すること、学校の教育課程、学習指導、

生徒指導等に関すること等を管理、執行した。 

 

１ 教育委員の構成                          平成３０年３月現在 

役  職  名 氏    名 任             期 

教   育   長 神   龍 子 平成29年5月17日～平成32年5月16日 

教育長職務代理者 附 田 道 大 平成28年5月17日～平成32年5月16日 

委      員 内 山   優 平成27年5月17日～平成31年5月16日 

委      員 山 本 貴 子 平成26年5月17日～平成30年5月16日 

委      員 附 田 由 喜 枝 平成29年5月17日～平成33年5月16日 

 

２ 教育委員会の開催状況 

   七戸町教育委員会の会議は、毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時会議を開催している。 

   また、所管する事項について調査及び研究を行い、現状の把握や課題の解決に努めるなど、教育行

政の推進を図っている。 

（１）教育委員会会議（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）    

開 催 回 数 付  議  案  件 

定 例 会 臨 時 会 報 告 議 案 協 議 

１２ １ ３３ ５３ ４ 

 

３ 教育委員の会議以外の活動状況 

   教育委員は、毎月１回開催する定例会議、必要に応じて臨時会議に出席しているほか、学校等の教

育関連施設を訪問して教育現場の状況を把握するとともに、研修会や教育委員会主催の各種行事に参

加し、委員としての幅広い識見を養い、当町の教育行政の向上に努めている。 

（１）主な活動 

学校訪問（幼稚園、小学校４校、中学校２校） 上十三教育委員会連合会研修会 

青森県教育委員会連合会研修会 東北六県教育委員会連合会研修会 

幼稚園、小・中学校の入学式や卒業式等の学

校行事 
成人式 

教育奨励賞授与式 教育福祉援助基金授与式 

奨学生選考委員会  
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Ⅳ 平成２９年度教育委員会の事務事業に対する意見書 

 
七戸町教育委員会の事務事業評価の取り組みは、平成２１年度に実施した平成２０年度事務

事業分から開始し、１０回目の事業評価となるが、事業内容等が改善し、教育の充実が図られ

るよう評価を行ってきた。 

平成２９年度事務事業に対して、同様に評価し審議した結果、以下のとおり、意見を述べる。 

 

１ 特色ある学校づくり推進事業は、学校において通常の授業では得ることのでき

ない知識や教養を、経験や体験を通して身につけさせ、生きる力を育むための重

要な事業であるが、学校独自の企画力を十分に発揮させるためには、財源が乏し

いと感じる。学校が効果的に事業を行えるようにするため、事業予算を増やして

ほしい。 

 

２ 国際化に対応する教育の推進について、英語教育を充実させることが重要であ

り、特に、小学校の英語教科化に向けた対策を行う必要がある。小学生の英語指

導については、外国語指導助手の派遣により充実しているが、教員の指導力養成

の対策として、教員を指導するコーディネーターの配置を拡充してほしい。 

 

３ 町立美術館の指定管理委託事業について、特別展の開催と情報発信体制の充実

で良好な運営がされており、それに伴い入館者数も増加傾向に推移していると評

価する。良好な運営の継続を望むとともに、より良いサービスを提供するために、

教育委員会の強力な指導のもと、外部の情報収集や第三者の意見を取り入れ、さ

らなる活性化につなげてほしい。 

   

４ 町民スポーツ交流会や健康増進生涯スポーツ普及事業など、スポーツの普及と

事業に参加させるための創意工夫や誠実な努力が認められる。一方で、人口減少、

とりわけ若年層の減少や、高齢化が要因となり、参加者が少なく、全体的にみる

とスポーツの活性化が足りないように見受けられる。 

各事業の統廃合を行い、効率化・省力化を図るとともに、スローガンを掲げて、

参加者にポイント制を導入し、ポイントによって健康診断費用の助成、コミュニ

ティバス利用券、体育館等公共施設の利用券等、特典を付与するといった事業の

改善と、他の所管事業とのコラボレーションを試行し、検証してほしい。 
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５ 七戸町連合婦人会育成事業について、同婦人会は、長年にわたり、婦人の社会

的地位の向上と婦人活動の育成のために多大なる貢献をされてきたが、会員の高

齢化と新規加入者が少ないことから、本事業が立ち行かなくなることが懸念され

る。 

今後は、同婦人会だけに依存するのではなく、女性の方々で組織する全ての団

体や事業を抜本的に見直し、新たな枠組みづくりに着手し、新規加入者も望める

組織づくりを検討してほしい。 

 

平成３０年１０月２６日 

七戸町教育評価審議会 

委 員  松 林  和 子 

委 員  石 田  隆 平 

委 員  冨 浦  一 行 



施策
分野

事業名 所管※
継
続

充
実

廃
止

縮
小

統
合

完
了

見
直
し

検
討

そ
の
他

1 (1) ① 町費負担臨時教員配置事業 学務 ● ●
② 臨時講師配置事業 学務 ●

1 (2) ① 七戸町教育奨励賞 学務 ● ●
② 教育福祉援助基金給付事業 学務 ●
③ 奨学資金貸付事業 学務 ● ●
④ 特色ある学校づくり推進事業 学務 ● ●

1 (3) ① 学校検診事業 学務 ● ●
② 七戸町学校保健会補助事業 学務 ●
③ 七戸町児童生徒対外遠征費補助事業 学務 ●

④
要保護及び準要保護児童生徒就学援
助事業

学務 ● ●

⑤ 学校給食費給付金交付事業 学務 ● ●
1 (4) ① 特別支援教育支援員配置事業 学務 ● ●

② 学校生活相談員配置事業 学務 ● ●
③ 就学指導委員会 学務 ● ●
④ スクールソーシャルワーカー配置事業 学務 ● ●

(5)国際化に対応する教育の推進 1 (5) ① 外国語指導助手(ＡＬＴ)派遣事業 学務 ● ●

1 (6) ① 七戸町教育振興会補助事業 学務 ● ●
② ふるさと研修事業 学務 ● ●

2 (1) ① 家庭教育支援総合推進事業 生涯 ●
② 放課後子ども教室推進事業 生涯 ● ●
③ ふるさと学びあい推進事業 生涯 ●

④ 異文化交流事業 生涯 ● ●
⑤ 国際交流推進事業 生涯 ●
⑥ 理科クラブ 生涯 ●

(2)次代を担う青少年の育成 2 (2) ① 成人式開催事業 中公 ● ●

(3)
活力ある地域コミュニティの形成に向
けた人材の育成

2 (3) ① 町民大学講座開設事業 生涯 ●

2 (4) ① 七戸町子ども会育成連絡協議会支援事業 生涯 ●

② 青少年育成七戸町民会議 生涯 ●
3 (1) ① 町立美術館の指定管理委託事業 生涯 ●

② 文化芸術鑑賞事業 生涯 ●

③ オータムフェスタ（文化部門）開催事業 生涯 ●

3 (2) ① 世界文化遺産登録に向けた取り組み 世界 ● ●

② 二ツ森貝塚史跡公園管理業務委託事業 世界 ● ●

③ 史跡土地買い上げ事業 世界 ●
④ 国指定有形民俗文化財の保管 生涯 ●

(3)伝統芸能・工芸技術等の保存 3 (3) ① 七戸町郷土芸能保存会支援事業 世界 ●
(4)文化交流センター施設の管理 (4) ① 文化交流センターの活用の充実 世界 ●

4 (1) ① 七戸町ジュニアスキースクール 生涯 ●
② 町民スポーツ交流会 生涯 ● ●

③ 体育協会加盟団体によるスポーツ大会 生涯 ●

4 (2) ① 青森県民駅伝競走大会 生涯 ●
② 体育協会補助事業 生涯 ●

③ 七戸町スポーツ少年団活動費補助事業 生涯 ●

④
体育協会大会派遣事業
(郡総合・北奥羽・県民体育大会)

生涯 ●

⑤
七戸町スポーツ大会等選手派遣
補助事業（東北大会・全国大会）

生涯 ●

⑥ 健康増進生涯スポーツ普及事業 生涯 ●
4 (3) ① スポーツ推進委員研修 生涯 ●

② スポーツ顕彰表彰 生涯 ●
③ 各種大会開催や合宿等の誘致 生涯 ●

5 (1) ① 公民館運営審議員設置事業 中公 ●
② 中央公民館(施設)事業 中公 ●
③ 中央公民館分館事業 中公 ● ●
④ 中央公民館講座開設事業 中公 ●
⑤ 寿大学開設事業 中公 ● ●
⑥ 柏葉大学開設事業 南公 ●
⑦ 七戸南公民館講座開設事業 南公 ● ●
⑧ 七戸南公民館分館事業 南公 ● ●

5 (2) ① 文化協会の育成支援事業 中公 ●
② 七戸町連合婦人会育成事業 中公 ●
③ 中央公民館だより発行事業 中公 ● ●

6 (1) ① 中央公民館図書室事業 中公 ●
② 図書館サービス事業 中図 ●
③ 図書館協議会の運営 中図 ●

6 (2) ① 子どもの読書活動推進事業(中央公民館) 中公 ●

② ボランティア活動の育成支援事業 中公 ●

③ 子どもの読書活動推進事業(中央図書館) 中図 ●

④ 生涯学習の推進・支援事業 中図 ●
※学務：学務課　生涯：生涯学習課　世界：世界遺産対策室　中公：中央公民館　南公：南公民館　中図：中央図書館

(4)特別支援教育の充実

(1)
学校・家庭・地域の協働による未
来を担う人材の育成

(2)競技者の育成を図る環境づくり

生涯にわたるスポーツライフの実現(1)

Ⅴ　平成２９年度施策別主要事業一覧

重点項目 事業細目番号

社会教育推進のための基盤整備(4)

学
校
教
育
の
方
針
と
重
点

1 体育・健康教育の充実(3)

(1)授業の充実

(6)研修の充実

(2)道徳教育と特別活動の充実

2

(3)スポーツ振興の体制整備

図
書
館
の
方
針
と
重
点

6

図書資料の整備充実と利用の促進

読書活動の推進

(1)

(2)

公
民
館
の
方
針
と
重
点

5

(1)公民館等の充実及び活用の促進

(2)
社会教育団体や学習サークル等の
活動への支援

社
会
体
育
の
方
針
と
重
点

4

社
会
教
育
行
政
の
方
針
と
重
点

(1)芸術文化活動の充実

3

文
化
財
保
護
と
芸
術
文

化
の
方
針
と
重
点

(2)文化財の保存・活用の充実

19



事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない） Ａ

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） Ａ

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない Ａ

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない Ａ

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） Ａ

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

平成３０年度は平成２９年度と同数の人員を配置。（新採用
１名、継続３名。七小２名、西小１名、七中１名。）
県費負担教員に採用されるなど、欠員が生じた場合の人
材確保が課題となっており、募集の周知等について検討が
必要。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
 

業
 

概
 

要

天間西小学校　　１名 天間西小学校　　１名

七戸中学校　　１名 七戸中学校　　１名 七戸中学校　　１名

天間西小学校　　１名

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

配置校・配置人数 七戸小学校　　１名 七戸小学校　　１名 七戸小学校　　２名

天間舘中学校　　１名 天間舘中学校　　１名

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

評
価
の
説
明

　各校の教育課題を解決するため、平成２６年度から実施している。
　配置校及び保護者からの需要及び評価は高い。

各校の教育課題を解決するため、町独自の教員（臨時講師）を
採用し、教育環境の充実による「確かな学力の定着」・「生徒指
導の充実」等を図る。

１　七戸町教育委員会が求める人材
　・豊かな教養、人間性、社会性を兼ね備えた教師
　・教育に対する情熱と教育者として強い使命感をもって取組む教師
　・子ども理解に優れ、教育の専門家として知識・技能を備えた教師

２　採用方法
　・広報、町HPで募集し、選考試験を実施。

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源 15,681 19,171 21,192

事　　　業　　　名 町費負担臨時教員配置事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 15,681 19,171 21,192

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

１（1）① 担当課 学務課 担当者 工藤　和賀子
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） B

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） B

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他 ア

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない A

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない A

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある A

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） A

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

１（1）② 担当課 学務課 担当者 中村　大樹

財
源
内
訳

国・県支出金

町　　　　　債

事　　　業　　　名 臨時講師配置事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 0 0

そ　　の　　他

0

一 般 財 源

事
 

業
 

概
 

要

少人数学級編成を実現するため、希望する学校へ非常勤講
師を派遣して、児童生徒1人１人に対して決め細かな学習指
導を行うことによって、学力の向上を図る。

この事業は、青森県教育委員会の事業で、町の負担はない。
授業の指導のみではなく、学級指導や給食指導も行う。
本年度は、あおもりっ子育みプラン21により天間西小学校へ1名配
置した。

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

配置校・人数 七小3名、天中1名、榎中1名 七小1名、西小2名、七中1名、 西小1名

榎中1名

今
後
の
取
組
・
課
題

本事業は青森県教育委員会事業であり、町の財政的負担を伴わ
ない事業であるため、費用対効果が大きい。教職員の事務量が増
大してきている中で、児童へのきめ細かな学習指導に効果が大き
いため、継続して県に対して要望・申請する。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

評
価
の
説
明

本事業は、小中学校を対象とした青森県教育委員会の事業である。非常勤講師を配置することによって、他
の教員の負担が軽減され、児童生徒への指導が充実するなど教育環境全体の効果を上げている。
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年度

項目(単位)

最優秀賞

優秀賞

優良賞

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） A

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） A

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない A

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない A

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　B　コスト削減の余地はある B

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） B

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

１（２）① 担当課 学務課 担当者 天間　正子

事　　　業　　　名 七戸町教育奨励賞

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 178 102 78

財
源
内
訳

国・県支出金

園児・児童生徒等で、教育文化活動・スポーツ活動にお
いて優秀な成績を収めた団体及び個人を表彰すること
で、能力開発や健全育成を図ることを目的とする。

表彰基準に該当する者で学校長及び各種スポーツ少年団本部
長から推薦があった者の中から教育委員会が審査し、各賞を決
定する。
表彰式は年１回実施。

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源 178 102 78

団体の部2団体、個人の部29名 団体の部8団体、個人の部24名

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

(イ)、(エ)

評
価
の
説
明

七戸町教育奨励賞表彰要綱を新たに整備し、表彰基準を満たした者について審査することや、県大
会以上の大会を表彰基準とすること、高校生の文化活動に対する基準を明確にしたことにより、公平
性を改善した。

事
 

業
 

概
 

要

個人の部3名 個人の部2名

団体の部3団体、個人の部14名 団体の部1団体、個人の部16名 個人の部13名

個人の部9名

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

特別優秀賞 個人の部2名 団体の部1団体、個人の部1名 該当者なし

団体の部6団体、個人の部14名

今
後
の
取
組
・
課
題

少子化により上位大会の出場権が得られやすくなっていることに
より、表彰基準の該当率が高くなっている。このことから、引き続
き、表彰基準を慎重に検討し、児童生徒にとって文化活動及び
スポーツ活動の活性化に繋げていく。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） A

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） A

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない A

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない A

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある A

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） A

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

１（２）② 担当課 学務課 担当者 天間　正子

事　　　業　　　名 教育福祉援助基金給付事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 1,500 1,500 1,500

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他 1,500 1,500 1,500

町　　　　　債

一 般 財 源

事
 

業
 

概
 

要

高等学校・高等専門学校へ進学し、勉学に意欲的に
取り組み、他の模範となる生徒に対し、七戸町民として
自覚と誇りを持ち学業に励んでもらうために、入学祝
金として奨学金を授与する。

出願資格は、七戸町民で、七戸町内の中学校3学年に在学
し、翌年度に高等学校・高等専門学校へ進学する者で、学
業優秀な者（成績評定が3．5以上）であること。

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

給付金額（円） 1,500,000 1,500,000

給付金額（１人当たり） 50,000 50,000 50,000

1,500,000

30人 30人 30人給付者数

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

評
価
の
説
明

中学校生徒に直接交付することにより、町として期待の意を伝えることができ、修学の意義について考えても
らう良い機会となっている。そのことが修学意欲の向上に繋がり、その後の郷土愛の発揚にも寄与している。

今
後
の
取
組
・
課
題

事業の趣旨に即した成果を得られており、今後も、基金が継続可
能の間、継続していく。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） A

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） A

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない A

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない A

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある A

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） A

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

貸し付け申請や償還の事務処理を効率よく、かつ厳正に行うことに
より、より安定的な運営を行うことができ、長期にわたる運営を可能
にできるため、その制度設計の見直しが必要である。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

2,285,000 1,847,000 1,472,100

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

評
価
の
説
明

町民ニーズは高く、保護者の経済的支援をしている。大学等進学率など教育を受ける機会の増加に効果を
上げており、成果が上がっている。

事
 

業
 

概
 

要

　七戸町に住所を有する者の子弟で、学業の優れた学生及
び生徒であって経済的理由により就学が困難なものに対して
資金を貸し付け、人材育成を図る。

　貸付を受けることができる者は、学校教育法第53条に規定する学
部、学科及び課程に在学する者、又は法第82条の3に規定する専
修学校の専門課程に在学し、父母又は後見人等が七戸町に1年以
上住所を有する者、外国の大学に在学する者。
　貸付額は、大学に在学する者は4万円以内、外国の大学に在学
する者は5万円以内、大学又は専門学校に進学する者は入学一時
金として50万円を限度に貸し付けする。

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

貸付額(円） 16,160,000 19,040,000 18,152,000

貸し付け者実人数 31 35 33

滞納額(円）

一 般 財 源

新規採用者 6 15 12

そ　　の　　他 16,160,000 19,040,000 18,152,000

町　　　　　債

事　　　業　　　名 奨学資金貸付事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（円） 16,160,000 19,040,000 18,152,000

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

1(2)③ 担当課 学務課 担当者 中村　大樹
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） Ａ

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） A

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない B

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない A

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある B

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） B

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

１（2）④ 担当課 学務課 担当者 天間　正子

事　　　業　　　名 特色ある学校づくり推進事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額(円) 1,000,000 999,916 919,000

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源 1,000,000 999,916 919,000

対象中学校件数 3校 3校 2校

事
 

業
 

概
 

要

児童生徒の「生きる力」をはぐくむため、教育活動・学校行
事（文化芸術事業・体育事業等）などの学校教育課程に
位置づけられる教育活動を推進することを目的とする。

平成２９年度からは七戸町特色ある学校づくり推進事業に変
更した。各小中学校が、通常の授業では得ることのできない教
育活動を企画し、予算の範囲内において、学力向上を掲げる
教科の教材費や専門的な知識・技術を有する外部講師に対
する謝礼金等各学校において柔軟な事業を実施した。

事
業
効
果

平成２７年度 平成28年度 平成29年度

対象小学校件数 4校 4校 4校

小学校補助金額 560,000円 574,916円 608,000円

中学校補助金額 440,000円 425,000円 311,000円

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　価

（イ）、（オ）

評
価
の
説
明

各小中学校の特色を生かした行事等を自由に計画できることから、各校からのニーズがある。
学校の規模（児童生徒数等）により補助金の配分を決定し、各校で教育目標を達成するために独創的・柔軟的に
事業を実施できている。

今
後
の
取
組
・
課
題

平成２６年度から平成２８年度までおもいやり事業とし、平成２９年度か
らは特色ある学校づくり事業に変更したが、事業実施内容に変更はな
い。現時点で目的を達成できているかどうか判断するのは難しい。各
学校からの事業継続の要望は大きいが、特色のある学校づくりの成果
を出すための手段が、補助事業の形態でよいのかどうか、実施された
事業による効果をどう判断するのか、今後、検討を重ねていく必要が
ある。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　■　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位） （人）

耳鼻科検診

尿検査

心電図検査

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

１(3)① 担当課 学務課 担当者 髙田　理恵

事　　　業　　　名 学校検診事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 1,586 1,416 1,430

財
源
内
訳

国・県支出金

事
 

業
 

概
 

要

学校保健安全法に基づき、健康な学校生活を送れるよう
に検診を実施し、疾病の予防や健康づくりの意識を高め
る。

・目の疾病および異常の有無
・耳鼻咽頭疾患の異常の有無
・心臓の疾病及び異常の有無（小学１・４年生、中学１年生）
・尿検査
・貧血検査

そ　　の　　他

町　　　　　債

338

一 般 財 源 1,586 1,416 1,430

Ａ

Ａ

評
価
の
説
明

学校保健安全法に基づいた検査を行い、在学する児童生徒の健康状態を把握するとともに、早期治
療につなげることができている。

眼科検診 567 509 518

1,096 1,037 997

1,163 1,099 1,060

387 296

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

今
後
の
取
組
・
課
題

検診で使用する器具をレンタルにしたことにより、検診終了後
の後片付けが簡素化されている。今後の課題は、実際の検
診現場を運営する養護教諭との意見交換を綿密に行い、日
程調整の際の留意事項を確認し、検査手順をマニュアル化
することが必要である。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

１(3)② 担当課 学務課 担当者 髙田　理恵

事　　　業　　　名 七戸町学校保健会補助事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 200 200 200

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源 200 200 200

保健主事研修会 ７月：花に触れ合うということ 7月：水と健康についてのお話 8月　夏季合同研修会

事
 

業
 

概
 

要

七戸町内の幼稚園・保育園・小中学校及び七戸高校・七戸
養護学校の児童・生徒の健康増進を図る。また、養護教
諭、保健主事の資質向上を図る。

①学校保健衛生の施策に対する協力
②保健衛生思想の普及啓発
③学校保健に関する調査研究・事業計画および実践
④学校関係者の指導および研修
⑤学校保健施設の助成　　　　⑦家庭における保健思想の啓発
⑥学校保健資材の斡旋　　　　⑧学校給食の実施・促進及び管理
指導

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

全国学校保健主事・
学校保健研究大会研

愛媛県　「子供たちの意志決定能力を育てる
～健康教育とライフスキル教育のコラボレーショ
ン」

北海道「子供たちの学校生活を護るための校内
連携と他職種連携」

青森県「これだけできれば十分！一人でも自信
が持てるようになる養護臨床塾」

七戸町学校保健研究大会
天中
「清掃時体育（マッスル）で体力づくり」

城南小「生活習慣の確立は一生もののプ
レゼント」

天間東小「思いやりと笑顔あふれる学校
を目指して～健やか健康会議の取組～」

〃 １月：普通救命講習会 １月：普通救命講習会 12月　冬季合同研修会（普通救命講習）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

評
価
の
説
明

七戸町内の各小中学校・高校・養護学校や家庭を通して啓蒙活動を行うことで、町全体で児童生徒の
健康増進に取り組むことができた。また、養護教諭の研修参加等を推進し、保健用具の斡旋を行うな
ど、学校保健の向上を図ることができた。

今
後
の
取
組
・
課
題

児童生徒の健康増進に関しては、学校だけでなく地域や家
庭での取り組みが不可欠であることから、横断的な組織として
今後も継続していく必要がある。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） Ａ

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） Ａ

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない A

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない Ａ

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある B

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） Ａ

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

１（3）③ 担当課 学務課 担当者 天間　正子

事　　　業　　　名 七戸町児童生徒対外遠征費補助事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 1,974 1,228 4,579

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源 1,974 1,228 4,579

中学校対象件数 33件 26件 30件

事
 

業
 

概
 

要

小・中学校における部活動において、遠征費の一部を補助
することで部活動の推進及び競技力の向上並びに児童生徒
の安全確保を図るとともに、保護者等の経済的負担を軽減
する。

　県大会以上の大会へ参加した、七戸中学校７団体、天間林中
学校７団体が、延べ３０大会に出場し、参加料、プログラム代、食
糧費、交通費、宿泊費、借り上げ料等を補助した。
　うち、全国大会、東北大会へ1団体/1大会、２個人/２大会が出
場した。

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

小学校対象件数 ０件 0件 0件

小学校補助金額 ０円 0円 0円

中学校補助金額 1,973,729円 1,227,778円 4,578,678円

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

（イ）

評
価
の
説
明

本事業は、県大会以上の遠征費の一部を補助することで、児童生徒の体育活動及び文化活動の活性化
を担っている。特に東北大会、全国大会など県外遠征は、交通費及び宿泊費等の保護者並びに指導者
負担が大きくなることから、上位大会出場に対する経済的負担を軽減することで、児童生徒の積極的な教
育活動に有効性が認められる。

今
後
の
取
組
・
課
題

本事業は、保護者及び学校側から要請される事業であるが、基
準に基づき、公正かつ公平性を保持して運用を行い、事業を継
続する。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） A

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） A

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない A

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない A

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある A

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） A

優先性が高い 低い

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

評
価
の
説
明

経済的困窮世帯が多く、就学援助の必要性は極めて高く、児童生徒の就学支援の効果は高い。
給食援助費については、町単独の学校給食費補助金から支給となることにより、区域外就学児童生徒
の保護者（町立小中学校に就学する児童生徒の保護者で町外に住所を有する者）のみに援助されて
いる。

今
後
の
取
組
・
課
題

経済的困窮世帯が増加しており、当該事業の必要性は高い
ことから、今後も事業を継続しなければ、児童生徒の教育に
支障をきたすことになる。また、認定基準の明確化及び手続
き効率化の検討も続け、適正な運営を行っていく。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
 

業
 

概
 

要

　経済的理由によって就学困難と認められる児童生徒の
保護者に対し、学用品費等を援助することにより、義務
教育の円滑な実施を図ることを目的とする。

　七戸町就学援助費支給要綱に基づき、経済的に困窮し、就学
困難な児童生徒の保護者から就学援助申請があった場合は、世
帯の経済状況を審査し認定する。援助対象費目は、学用品費、
通学用品費、新入学児童生徒学用品費、修学旅行費等。
　なお、要保護児童生徒に関しては、修学旅行費を支給する。

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

援助費支給額実績（円） 5,949,934 5,594,921 4,642,382

準要保護支給対象者 136 136 107

一 般 財 源 5,865 5,502 4,533

要保護支給対象者 2 2 4

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 要保護及び準要保護児童生徒就学援助事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 5,950 5,595 4,643

財
源
内
訳

国・県支出金 85 93 110

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

1(3)④ 担当課 学務課 担当者 工藤　和賀子
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目 

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） Ａ

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） Ａ

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない Ｂ

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない Ａ

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） A

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

１（３）⑤ 担当課 学務課 担当者 天間　正子

事　　　業　　　名 学校給食費給付金交付事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 52,902 51,108 49,344

財
源
内
訳

国・県支出金

事
 

業
 

概
 

要

小・中学校の学校給食費用を保護者に支給し、経済的負担
を軽減し、少子化対策及び子育て支援の充実を図る。

町内外の小・中学校に在籍する児童生徒の保護者で、町内に住所
を有する者を対象とし、学校給食費に相当する額を給付。
国又は地方公共団体の負担において給食費の全部又は一部につ
いて給付等を受けた場合は、当該給付金の額から当該給付額に相
当する額を控除した額とする。
生活保護受給者、町外に住所のある区域外就学者の保護者は対
象外。

そ　　の　　他

町　　　　　債

1

一 般 財 源 52,902 51,108 49,344

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

評
価
の
説
明

保護者の経済的負担が軽減されるため、事業の必要性は高い。町外学校在籍且つ他の援助制度を利用す
る者には、支給額を調整し公平に支援を行っている。少子化対策としての有効性は判断しがたいが、経済的
負担に対する有効性は認められ、子育て支援に繋がっている。

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
（単位:人）

小学校　 682 (町内4校、町外４校) 680 (町内4校、町外5校) 673(町内4校、町外2校)

中学校 412 (町内3校、町外5校) 364 (町内3校、町外7校)  347(町内3校、町外6校)

特別支援学校・学級 2 1

今
後
の
取
組
・
課
題

継続して取り組むが、対象者の状況によって、他課や他市町村か
らの情報提供が必要なため、手続きの効率化や公平性について
検討する必要がある。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

特別な支援を必要とする児童生徒が増加傾向にあり、個々の状態に応じた適切な教育を行う上で、
特別支援教育支援員を配置することは、必要性、有効性ともに高く、重要な事業となっている。

今
後
の
取
組
・
課
題

今後さらに必要性が増していくと考えられる。
適切な支援をしていくためには、専門的な知識を身に付け、具
体的な支援技術を習得していく必要があり、各種研修会を利
用して、支援員の資質向上に努めていかなければならない。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

評
価
の
説
明

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

配置校・支援員数 小学校　４校　・　１１名 小学校　４校　・　１２名 小学校　４校　・　１２名

中学校　２校　・　　５名 中学校　２校　・　　４名 中学校　２校　・　　４名

一 般 財 源 17,672 17,532 17,219

事
 

業
 

概
 

要

小・中学校の通常学級及び特別支援学級に在籍する特
別な支援を必要とする児童生徒の学習指導の補助、生
活指導の補助及び介助等を行うことを目的に、各小・中
学校に特別支援教育支援員を配置する。

学校長の指揮監督のもと、学級担任と連携し、次の支援を行
う。
①基本的生活習慣確立のための学校生活上の介助
②学習補助
③学習活動、教室間移動等における介助
④校外行事や運動会等、各行事における介助

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 特別支援教育支援員配置事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 17,672 17,532 17,219

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

１（4）① 担当課 学務課 担当者 工藤　和賀子
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

児童生徒から徐々に受け入れられるようになってきていること
に伴い、気軽な相談等があり、ストレス軽減にもつながり、小さ
な変化にも気づくことができるメリットがある。
今後も継続していくことが必要であり、各学校の状況に応じて
配置をしていかなければならない。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

評
価
の
説
明

　児童生徒の不登校やいじめなどの問題行動が多様化し、学校や保護者だけでは、解消することが
困難となっている現状にある。このことから、児童生徒の学校生活を安定させるために、気軽に、そし
て素直に話すことができる第三者として学校生活相談員は、重要な役割を担っている。

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

配置校・相談員数 七戸小学校　　１名 七戸小学校　　１名 七戸小学校　　１名

城南小学校　　２名 城南小学校　　１名 天間西小学校　　１名

七戸中学校　　１名 天間西小学校　　１名 七戸中学校　　１名

七戸中学校　　１名 天間林中学校　　１名

一 般 財 源 4,052 4,129 4,145

事
 

業
 

概
 

要

児童生徒の悩みや不安などを解消し、安心で充実した学
校生活が送られる環境づくりを進める。
また、教職員と連携し、いじめや不登校等の未然防止、
早期発見、・早期対応を行うことを目的とする。

学校長の指揮監督のもと、児童生徒の悩みや不安解消のた
め個別にカウンセリングを実施したり、いじめや不登校児童生
徒の指導を行うため、次の支援を行う。
①児童生徒や保護者の悩みに対する相談対応
②児童生徒の学校生活の適応援助
③地域と学校の連携支援
④その他学校における教育相談活動の支援

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 学校生活相談員配置事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 4,052 4,129 4,145

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

１（4）② 担当課 学務課 担当者 工藤　和賀子
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

1(4)③ 担当課 学務課 担当者 髙田　理恵

事　　　業　　　名 就学指導委員会

事
　
業
　
費

年　　 　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 0 0 0

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源

実入級者数 15 10 12

事
 

業
 

概
 

要

　保護者の希望により障がいのある、又は、発達や行動
の気になる児童生徒にとって、適切な教育の場を決定で
きるよう専門知識のある者によって構成された就学指導
委員会において一定の判定をする。

七戸町と東北町とで共同設置の中部上北就学指導委員会
（１）障がいのある、又は、発達や行動が気になる就学予定児、児
童及び生徒の適切な教育措置に係る総合診断
(2)就学に係る教育相談
(3)その他、中部上北広域事業組合教育委員会教育長が必要と
認めた者

7

平成27年度 平成28年度 平成29年度

対象児童生徒数 20 17 26

入級判定者数 16 11 16

教育委員会、健康福祉課、各園、各小中学校と連携し、多方面から情報を収集し、就学相談に繋げる
ことができており、個々の状況に応じた就学指導ができる体制である。

今
後
の
取
組
・
課
題

就学指導委員会の手続き方法に関して、中部上北広域事業組
合教育委員会と共同で行っているため、町単独での改正は出来
ないが、今後は保護者への特別支援についての情報発信を強
化する必要がある。（特別支援学級の一日の流れなど）

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

　児童生徒を取り巻く環境は複雑、多様化しており、問題を抱える児童生徒については深刻化してい
る傾向にある。
　そのため、学校・家庭・関係機関をつなぎ、状況改善に取り組むスクールソーシャルワーカーは、重
要な役割を果たしている。　町費負担常勤であることから、長期的および緊急的な対応が出来る。

今
後
の
取
組
・
課
題

学校にとって、問題を抱える児童生徒の家庭や関係機関をつ
なぐ役割を果たすスクールソーシャルワーカーの設置意義は
大きく、成果を残している。
本事業は平成２８年度からの事業であり、成果を定量的に判
断することが難しいが、定性的な判断を見極め、今後も継続し
ていく必要がある。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

評
価
の
説
明

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

配置場所・人数 － 教育委員会内（子ども支援ルーム）1名 教育委員会内（子ども支援ルーム）1名

一 般 財 源 － 2,794 2,786

事
 

業
 

概
 

要

問題を抱えた児童生徒に対し、教育や社会福祉につい
ての専門的な知識や技術を用い、関係機関とのネット
ワークを活用するなど、多様な支援方法で問題解決を図
ることを目的とする。

問題を抱える児童生徒が安心して学校生活を送れるよう、教育長の指
揮監督のもと次の支援をする。
①関係機関とのネットワークの構築、連携及び調整
②問題を抱える児童生徒及びその家庭への支援
③学校内におけるチーム体制の構築及び支援
④問題に関する保護者、教職員等に対する支援や相談、情報提供

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 スクールソーシャルワーカー配置事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） － 2,794 2,786

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

１（4）④ 担当課 学務課 担当者 工藤　和賀子
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

幼稚園　1 保育園　6 幼稚園　1 保育園　6 幼稚園　1 保育園　6

小学校　4 小学校　4 小学校　4

中学校　3 中学校　3 中学校　2

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

１(5)① 担当課 学務課 担当者 髙田　理恵

事　　　業　　　名 外国語指導助手（ALT）派遣事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 9,036 8,780 8,637

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源 9,036 8,780 8,637

事
 

業
 

概
 

要

外国語教育の充実を図るとともに国際交流の推進を図り、国際
理解教育の推進を図ることを目的とする。

JETプログラム（語学指導を行う外国青年招致事業）を活用し、2人のALT
を町内の幼・小・中学校、保育園に派遣し、外国語教育の充実を図って
いる。
　①学校における外国語授業の補助　　　　⑤外国語教材の作成の補助及びス
ピー
　②学校における外国語活動の補助　　　　　　チコンテスト等への協力
　③特別活動及び課外活動への協力　　　　⑥地域における国際交流活動への協

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

ALT派遣校等

教育委員会に所属するALT2名を七戸町内の各園・各校に派遣した。小学校の英語教科化に向け
て、小学校への派遣回数を増やす事前準備等を行った。学校とALTが連携し、英語の学習指導を行
うことにより、児童生徒が英語を習得しやすく、学力向上に繋がっている。

今
後
の
取
組
・
課
題

教科化に向けて小学校の授業数が増えることが見込まれ、そ
れに伴い配置計画の見直しを引き続き行う必要があるが、
JET参加者のALTとしての指導力や新任・退任による町の事
務量等を踏まえると、再度民間業者への派遣委託を検討する
余地はある。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

Ｂ
（イ）

Ａ

Ａ

Ｂ
（ウ）

Ａ

評
価
の
説
明
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

○幼児・児童・生徒の教育、文化及び体育の振興事業

スポーツ交流会、小・幼・保育園交流会等

○教職員の資質向上事業

ふるさと研修、教育講演会、研究活動等

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

１(6)① 担当課 学務課 担当者 髙田　理恵

事　　　業　　　名 七戸町教育振興会補助事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 2,383 1,956 1,933

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源 2,383 1,956 1,933

平成29年度

体育・学芸委員会 各種体育大会・作品展参加助成各種体育大会・作品展参加助成各種体育大会・作品展参加助成

事
 

業
 

概
 

要

幼児・児童・生徒の教育文化及び体育の振興と教職員
の資質向上に係る事業を行い、教育の振興を図る。

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度

職員研修 ふるさと研修・先進地視察等 ふるさと研修・先進地視察等 ふるさと研修・先進地視察等

教育講演会 学校におけるメンタルヘルスの実践ー実例検討よりー エピペン講習会・食物アレルギーに関わる講話 エピペン講習会・食物アレルギーに関わる講話

先進校等研修（幼・保育園）実施 7校・7（園） ７校・7（園） 6校・7（園）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

評
価
の
説
明

七戸町の各園・各校の教育目標達成のために諸事業を実施。幼保・小・中の枠を超えて交流するな
ど、横断的な取り組みを行った。また、研修等に積極的に派遣するなど、教員等の資質向上に努め
た。

今
後
の
取
組
・
課
題

七戸町の教育に関して横断的に取り組む組織であることから、今
後も継続する必要があるが、他事業と重複する項目については
見直し、整理する。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） Ｂ

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） Ａ

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない Ａ

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない A

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） B

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

教材となる文化財等が多数存在するため、活用し、研修内容を充
実させる必要がある。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

27人 21人 15人

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

評
価
の
説
明

七戸町へ赴任してきた教職員を対象にした研修で、町内の文化財等を実際に見学し、教育課題の研究や学
習指導に役立てることに成果を上げている。

事
 

業
 

概
 

要

青森県教育委員会が定める初任者研修実施要領に基づき、
七戸町教育委員会研修として、七戸町教職員初任者及び赴
任者を対象に七戸町の教育課題や文化、歴史等について理
解を深めることを目的に開催した。

七戸町発展のあゆみや産業、文化について研修した。
今年度は、食物アレルギー研修後に、史跡二ツ森貝塚、史跡七戸
城跡、ひげ塚公園、見町観音堂、銀南木を見学した。

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

　　　参加者：　　　教職員 26人 20人 14人

教育委員会 1人 1人 1人

合計

一 般 財 源 22 10 10

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 ふるさと研修事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 22 10 10

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

１（6）② 担当課 学務課 担当者 中村　大樹
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 B 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 B　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

2(1)① 担当課 生涯学習課 担当者 小坂　夏紀

事　　　業　　　名 家庭教育支援総合推進事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 516 518 478

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源 516 518 478

事
 

業
 

概
 

要

家庭における子育てやしつけなどを見つめ直すきっかけを作る
ため、町内のこども園、保育園、子育て支援センター、全小中学
校において親などが参加する様々な機会を活用して、家庭教育
に関する学習機会の提供を行う。

町内のこども園、保育園、子育て支援センター、全小中学校での子育て
講座、家庭教育講座の実施。

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

実施講座数 35 40 31

参加者数 1,385 1,204 1,071

家庭教育力の低下が指摘されている中、保護者が多数集まる参観日などの機会を利用し実施する子育て講座・家庭教育講座・
思春期講座などの実施は非常に重要である。また、対象の全施設で実施しており、講師も町内在住の指導者を活用するなど、学
校・家庭・地域の連携が図られてきている。

今
後
の
取
組
・
課
題

対象の施設において親子で家庭教育講座などに参加する機会は重要であり、そ
れぞれの施設で保護者のニーズにできるだけ応じた講座を実施しており、今後も
事業継続要望があるため予算の確保に努める。

■　継　続　　□　充　実　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 B 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 B　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

2(1)② 担当課 生涯学習課 担当者 坂本　雄大

事　　　業　　　名 放課後子ども教室推進事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 2,524 1,755 1,525

財
源
内
訳

国・県支出金 1,375 653

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源 1,149 1,102 1,525

地域コーディネーターの配置者数 2 2 2

事
 

業
 

概
 

要

小学生を対象とし、放課後や週末・長期休業などに小学校の余
裕教室や児童館などを利用して、地域住民の参画を得て、子供
達の安全で健やかな居場所づくりを推進する。

・教育活動サポーターを全小学校区に配置。
・放課後対策事業の総合的な調整役を担う地域コーディネーターを七
戸、天間林の各地区に配置。
・子供の放課後対策事業の運営方法などを検討する放課後総合プラン
打ち合わせ会議の開催。

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

のべ開催日数 524 78 79

のべ児童参加者数 31,659 2,153 1,878

教育活動サポーターの配置者数 4 4 4

教育委員会部局（生涯学習課）と福祉部局（社会生活課）が連携し、学習支援や遊び、軽スポーツを通して異学年交流や様々な
体験活動など、学校の授業で扱わない内容を児童に体験させることができているため、参加者の満足度は高いといえる。また、地
域の住民や指導者を活用することで地域との連携も図られている。

今
後
の
取
組
・
課
題

平成30年度以降も放課後対策の需要はあるため事業を継続する。
プログラムの内容等を充実させるため、地域住民等の協力を得ながら事業を進め
る必要がある。また、地域コーディネーター及び教育活動サポーターについて、人
材の発掘、育成が必要なため、募集の方法等を検討する。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

B
（エ）

Ａ

評
価
の
説
明
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 B 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 B　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

2(1)③ 担当課 生涯学習課 担当者 坂本　雄大

事　　　業　　　名 ふるさと学びあい推進事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 700 491 296

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源 319 700 296

事
 

業
 

概
 

要

将来の七戸町を担う子どもたちに、自分の生まれ育った「ふるさ
と」の自然、歴史、文化、産業、生活などについて学習し、理解
を深めるための機会を提供し、学校や家庭生活では体験できな
い様々な活動プログラムを提供し、子供たちの視野を広げ、友
情を深め、自立心を養うことを目的とする。

①郷土学習事業
平成２９年度は、小学生を対象とした「七戸町縄文探偵団」を実施予定で
あったが参加申込者が１名しかおらず、事業を中止した。代替事業とし
て、「ふるさと学びあい郷土学習事業助成金」を計画し、町内小・中学校
で行っている郷土学習授業への助成を行った。
②キャリア教育事業
七戸町の産業について学ぶため、トマトの植え付けと収穫を行い、オータ
ムフェスタにおいて収穫したトマトを加工したピザの販売を行った。

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

キャリア事業　参加者数　　　　　　 38 22 28

事業期間を通じて、全事業に参加した参加者は少なく、事業内容としても27年度から同様であることからマンネリ化している。

今
後
の
取
組
・
課
題

郷土学習事業及びキャリア教育事業のマンネリ化が顕著である。また、助成金の交
付についても、学務課所管の「特色ある学校づくり推進事業」と事業内容が類似し
ているため、学務課所管事業へ一本化し、当事業は廃止とする。

□　継　続　　□　充　実　　■　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目

B

A

B

A

Ａ

B

評
価
の
説
明
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

2(1)④ 担当課 生涯学習課 担当者 坂本　雄大

事　　　業　　　名 異文化交流事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 200 1,065 832

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他 587

町　　　　　債

一 般 財 源 478 832

事
 

業
 

概
 

要

学校教育以外にも外国文化に触れる機会を提供し、異文化へ
の理解とさらなる学習意欲の向上を図り、国際化に対応できる人
材の育成に貢献する。

①イングリッシュデイ
小学生を対象に8月20日と8月27日の2日間、南公民館集会室において、
外国人講師１名により実施した。参加者25名に対して、英語を使ったゲー
ム等を実施し、英語でのコミュニケーションを楽しんだ。
②イングリッシュキャンプ
中学生を対象に、9月9日から9月10日の２日間、福島県ブリティッシュヒル
ズに派遣した。参加者は１１名で英語のみのレッスンを受けるなど、語学
力の向上を図るとともに、英国の文化や食事を体験する機会を提供した。

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

イングリッシュデイ参加者数 3 25

イングリッシュキャンプ参加者数 15 11 11

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

（イ）
（エ）

Ａ

評
価
の
説
明

事業完了時の参加者アンケートでは「楽しかったので来年も参加したい」、また、保護者アンケートでも「このような機会を増やして
ほしい」などの意見が多数あり、高い満足度であったという結果を得た。さらには、子どもたちの感想から、この事業をきっかけに、
外国文化への関心の高まりや、外国人に積極的に接しようとする姿勢の変化が見受けられたので、事業実施の効果は高い。

今
後
の
取
組
・
課
題

これからのグローバル社会に適応できる子どもの育成のため、今後も学習意欲の
向上に繋がる内容を検討しながら、英会話力や異文化への興味や関心を高める
事業を実施する。
また、イングリッシュキャンプについて、事業効果を更に高めるため、平成30年度よ
り国際交流推進事業に統合する。

■　継　続　　□　充　実　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

■　その他（一部統合　　　　　　　　　　　　　　　）
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

2(1)⑤ 担当課 生涯学習課 担当者 坂本　雄大

事　　　業　　　名 国際交流推進事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 258 4,271

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他 1,200

町　　　　　債

一 般 財 源 258 3,071

事
 

業
 

概
 

要

中学生を海外に派遣し、英語学習や国際理解への興味・関心
を高め、コミュニケーション力を育むとともに、国際交流と国際親
善を深め、国際化に対応できる人材の育成に貢献する。

平成２９年度は、町内中学生１１名を１２月２２日から２６日まで４泊５日の日
程で、台湾高雄市明華国民中学へ派遣した。
（派遣に際し、事前研修４回、事後研修１回を実施した。）
そこでは、明華国民中学校生と交流を図り、ホームステイをするなど台湾
の文化について理解を深めた。

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

参加者数 240 11

参加した生徒へのアンケートからは、「更に英語ができるようになりたいと思った。」、「日本との文化の違いを学ぶことができた。」、
「英語を使ってコミュニケーションを取ることができた。」、「貴重な経験ができた。」などの意見があり参加者の満足度は高かった。
また、保護者へのアンケートからも「派遣後に英語や中国語への興味関心が高くなったようである。」などの異文化への関心が高く
なっている旨の回答があることから事業効果は高い。

今
後
の
取
組
・
課
題

派遣に多額の費用がかかるため、助成金等の活用など、財源の確保が必要であ
る。
参加者等からのアンケートでの満足度は高いため、事業を継続する。

■　継　続　　□　充　実　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ
（ア）

Ａ

評
価
の
説
明
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

2(1)⑥ 担当課 生涯学習課 担当者 坂本　雄大

事　　　業　　　名 理科クラブ

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 930 287

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他 930 287

町　　　　　債

一 般 財 源

事
 

業
 

概
 

要

町内の子どもたちに理科に興味を持ってもらうよう、理科実験や
ものづくり教室などを開催する。

平成29年度は、三沢航空科学館と弘前大学より講師を招き、小学生を対
象に理科実験等全４回、水ロケット大会を１回開催した。
・ポンポン船をつくろう！
・南極の空の微生物
・水ロケット大会
・黄砂に付着して飛んでくる微生物
・飛ぶタネをつくろう

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

参加者数 70 62

４回の理科実験及び水ロケット大会の参加者のアンケートより、各回の満足度は高い。
しかし、参加者が少ない回もあったため、参加者増加をさせるための方法を考える必要がある。

今
後
の
取
組
・
課
題

参加者数の増加を目的に、他事業の参加者を対象に開催することを検討した結
果、平成３０年度は放課後子ども教室の土曜日教室分として、事業を実施する。

□　継　続　　□　充　実　□　廃　止　□　縮　小

■　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

B
（エ）

Ａ

評
価
の
説
明
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 B 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 B　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

2(2)① 担当課 中央公民館 担当者 中村真理

事　　　業　　　名 成人式開催事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 489 507 466

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源 489 507 466

参加率 64% 62% 69%

事
 

業
 

概
 

要

町の将来を担う新成人の門出を祝うとともに、成人としての自覚
を促し、さらなる成長を期する。

①式典（国歌斉唱、町民憲章唱和、式辞、記念品贈呈、誓いの言葉）
②記念撮影
③思い出ムービー上映

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

対象者数 212 222 181

参加者数 135 138 124

式典は静粛かつ厳粛に行われた。また、式典後に思い出ムービーを上映したことにより、小学校や中学校での思い出に触れ、印
象に残るものになった。
式典には、成人としての自覚をもって臨んでおり、成果は上がっている。

今
後
の
取
組
・
課
題

新成人にとって、より思い出に残る成人式となるよう、新成人を中心とする実行委員
会を組織し、企画・運営できる体制を整備したい。
町主催の式典であることから、総務課への所管替えを検討するべきだと思う。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　■　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 B 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 B　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

2(3)① 担当課 生涯学習課 担当者 小坂　夏紀

事　　　業　　　名 町民大学講座開設事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 0 0 0

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源

事
 

業
 

概
 

要

地域住民の資質の向上と豊かな人生の実現を支援するため、
学習機会の提供を行う。

行政・地域住民との協働による取り組みが必要とされていることについて
理解を深めるため、講座を弘前大学生涯学習教育研究センターと共催で
1回開催した。
9月29日に北嶋結氏より「歌って踊って健康作り」と題しての講演を実施し
た。

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

講座数 2 2 1

参加者 77 71 38

実施した講座は町関係団体と共同で開催し、弘前大学の事業を活用したことでコスト削減につながった。また、住民ニーズや有効
性については、講義的な内容にならないよう配慮し、生活により密着したテーマにしたことで参加者が増加した。今後も、参加しや
すく魅力のある講座を企画して行く。

今
後
の
取
組
・
課
題

今後も、町関係団体などと共同開催しながら町民主体の講座として実施していく。
また、各種県事業を活用することで「あおもり県民カレッジ学習支援総合事業」につ
いて、町民への周知を図る。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目

B

A

A

A

A

B

評
価
の
説
明
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 B 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 B　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

2(4)① 担当課 生涯学習課 担当者 金澤　隆洋

事　　　業　　　名 七戸町子ども会育成連絡協議会支援事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 600 600 600

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源 600 600 600

小学生交流会　参加者数 51 24 25

事
 

業
 

概
 

要

町内子ども会相互の連絡・連携に努め、自主的な活動を育成
し、子ども会の健全な育成と福祉の推進を図る。

町子ども会育成連絡協議会は子ども会の健全な育成と福祉の推進を図るため下記事業を行った。
①育成会事業
・８月１０日町子連バス旅行でいわて子どもの森に31人参加した。
・１１月２８日町子連世話人研修会を中央公民館で開催し４８名が参加した。
・２月１１日町子連ドッチビー大会を七戸体育館で開催し180名参加した。
②ジュニアリーダー事業
・県、東北及び全国の研修会に参加した。

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

世話人研修会　参加者数 50 0 48

ドッヂビー大会　参加者数 257 238 180

ジュニアリーダー研修会　参加者数 0 12 13

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目

Ａ

A

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

評
価
の
説
明

協議会の事業については、平日日中の活動を除き、概ね自立的な活動ができているが、特定の役員への負担が大きい。また、少
子化により単位子ども会の活動が低迷している。
しかしながら、ドッヂビー大会など各種イベントには継続して多くの参加者がある。また、ジュニアリーダー事業については地域で
の魅力ある事業の一役を担っているほか、他地域での活躍がめざましいなど、地域や参加する子供たちにとって効果は大きいと
思われる。

今
後
の
取
組
・
課
題

事業運営について特定の役員への負担が大きいことから、各種イベントへの参加
者・協力者の育成が必要である。また、少子化により単位子ども会の活動が停滞し
ているので、更なる助言・サポートを行う。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 B 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 B　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

2(4)② 担当課 生涯学習課 担当者 金澤　隆洋

事　　　業　　　名 青少年育成七戸町民会議

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 120 120 94

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源 120 120 94

事
 

業
 

概
 

要

子どもの安全・安心を守る地域力の向上を図り、犯罪を寄せ付
けない連携した地域社会を目指すとともに、地域全体で子どもを
見守り・育てる意識や気運の醸成を図る。

町内の関係諸機関及び団体の連携を強化するため、次の事業を行った。
・８月２１日～２８日に町内の小学校、中学校及び高校の校門前等であい
さつ運動を行い、延べ454名が参加した。
・１１月２８日に七戸中央公民館において、青少年健全育成者研修会を開
催し、防犯指導隊と天間林中学校から日頃の活動発表を行った。また、
アトリエ自遊楽校新田新一郎氏から「いじめ問題について」講演をいただ
き、４８名が参加した。

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

あいさつ運動　参加者数 399 395 454

青少年健全育成者研修会　参加者数 35 25 46

研修内容については、構成団体の連携強化及び青少年の健全育成に関する町民の意識高揚を図ることを目的に、町民会議の
構成団体からの事例発表と、地域と地域の子供たちとの繋がりを通した青少年健全育成をテーマに講演を行った。更なる事業の
周知、参加を呼びかけ、住民一人ひとりが意識を高め、家庭・学校・地域が一体となって、青少年健全育成に努める。

今
後
の
取
組
・
課
題

今後も、青少年を取り巻く環境（ネット社会・少子化等）が変化する中で、育成者の
ニーズに合った研修内容を企画・立案する必要がある。また、その内容や情報を町
民会議会員のみならず、町民と共有出来るような環境づくりや取り組みを行ってい
く。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目

B

A

Ｂ

A

Ａ

B

評
価
の
説
明

47



事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 B 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 B　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

3(1)① 担当課 生涯学習課 担当者 小坂　夏紀

事　　　業　　　名 町立美術館の指定管理委託事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 22,875 24,000 24,307

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源 22,875 24,000 24,307

事
 

業
 

概
 

要

美術館等の管理運営にあたって、自らの創意工夫を活かし、美
術館等の入館者に対するサービスの向上及び管理経費の縮減
を図り、町民芸術文化の一層の増進を図ることを目的とする。

①入館の許可に関すること
②入館料の収受に関すること
③設備及び備品等の維持管理に関すること
④事業計画に基づいた各種事業の運営に関すること
⑤町長のみの権限に属さないその他の管理運営に関する事務

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

入館者数 9,835 38,200 15,618

B

評
価
の
説
明

特別展として「ルドゥーテのバラ展」、「矢口高雄の世界　天翔ける童心展」「渡辺貞一生誕百年記念展」「第１７回鷹山賞児童作品
展・第１７回地球環境世界児童画コンテスト優秀作品展」「二科青森支部６０周年記念展」「第７７回国際写真サロン展」を開催し
た。民間のネットワークやノウハウを生かした企画力により、特別展に関しては集客の面で効果を上げた。「美術館あ～っと！クラ
ブ」等の地域に根ざした事業については参加人数が伸び悩んでおり、芸術・文化の拠点としての役割について、十分に効果を発
揮したとは言えない状況である。

今
後
の
取
組
・
課
題

学芸員や教育普及員の研修などを実施したり、避難訓練も複数回実施するなど、
ソフト面でのサービスの充実に努め、全体的な美術館の質の向上に繋がった。今
後も継続して指定管理制度による美術館経営が必要であると考える。
今後の課題としては、毎回参加者が少ない芸術文化振興事業について、町と連携
しながら町民ニーズの掘り起こしが必要である。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目

B

B

（イ）

A

A

A
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 B 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 B　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

3(1)② 担当課 生涯学習課 担当者 小坂　夏紀

事　　　業　　　名 文化芸術鑑賞事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 1,086 1,172 1,077

財
源
内
訳

国・県支出金 1,086 585

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源 587 1,077

事
 

業
 

概
 

要

子供たちが個性豊かで魅力ある地域社会において、潤いのある
豊かな生活を営むことができるよう、文化・芸術、異文化を体験
することで文化・芸術、異文化に興味を持つきっかけをつくり、
更には子ども自身の創造的な能力を高めることを目的とする。

町内のこども園、保育園、小中学校を対象とし、文化・芸術に寄与する事
業の開催および芸術鑑賞・体験を実施。
人形劇鑑賞2回、音楽体験2回、鼓笛隊研修3回、絵画教室14回、茶道教
室11回、日舞体験教室6回、ダンス教室13回、習字教室13回、新体操教
室10回、ボディパーカッション3回 ・・・ 計77回

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

鑑賞者数 2074 1,652 1,419

普段触れる機会が少ない様々な芸術や文化を間近で触れることができ、非常に有意義な事業になっている。当事業をきっかけに
芸術関係の習い事を始めたケースもあり、成果は上がっている。

今
後
の
取
組
・
課
題

総合戦略の中の「教育環境の強化など子育て環境の充実」に当事業が位置づけら
れて3年になるが、町内の全こども園、保育園で芸術・文化の教育に取り組んでい
る。事業の実施回数も増加しており、ニーズが上がっていることから、今後も同様の
体験事業を実施する。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 B 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 B　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

3(1)③ 担当課 生涯学習課 担当者 小坂　夏紀

事　　　業　　　名 オータムフェスタ（文化部門）開催事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 1,400 2,710 2,710

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他 800 710 710

町　　　　　債

一 般 財 源 600 2,000 2,000

事
 

業
 

概
 

要

町経済団体並びに文化団体などが一丸となり、まつりイベントを
開催することで､地域産業及び文化などの振興発展に寄与す
る。
平成28年度より商工部門が別事業へ移行したことにより、生涯
学習課がイベント全体の統括となる総務部門と従来の文化部門
を担当している。

しちのへオータムフェスタ実行委員会を組織し実施した。
期日：平成29年10月28日（土）、29日（日）
場所：七戸町屋内スポーツセンター
内容：農林部門（農産物共進会、各団体活動展示・販売）
　　　　文化部門（舞台発表、作品展示、キャリア教育事業）

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

参加団体数 54 文化部門69、農林部門19 文化部門75、農林部門13

入場者数 1438 1,763 2,069

A

評
価
の
説
明

平成28年度に引き続き、農林部門と文化部門の２部門体制で実施した。農林部門の出店数は昨年度より減少したが、文化部門
は微増となった。また、入場者数も306名増加した。
本事業は町民が日頃の活動の成果を披露することができる唯一の場であり、町の農業・文化振興のために必要な事業である。文
化部門では昨年度よりも多くの団体の出演・出展があり、町民ニーズの高さが現れている。農林部門の参加賞や、文化部門の記
念品の簡素化によりコスト削減は可能である。

今
後
の
取
組
・
課
題

平成29年度は入場者数が増加したが、内容は従来の事業を踏襲したものであり、
新しい企画を求める声も多い。事業そのものの町民ニーズは高いので、団体の協
力を得ながら魅力あるイベントづくりをしていく必要がある。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目

A

A

A

A

B

（イ）
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） A

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） Ａ

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない A

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない Ａ

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） Ａ

優先性が高い 低い

地元住民の意見交換では、世界文化遺産登録に向けて、より強い行政対応を望んでおり、特に観光客の利便性向上を
図るための整備が要望された。世界文化遺産登録に向けて、当町の課題のひとつであるガイダンス施設の整備について
は、「史跡二ツ森貝塚整備基本構想及び整備基本計画」を策定し、施設整備に向けた方向性を示すことができた。

今
後
の
取
組
・
課
題

世界文化遺産の登録に向け引き続き、県及び関係市町と連携し対応をし
ていくことになる。七戸町の課題である、二ツ森貝塚のガイダンス施設整備
と活用の仕組みづくり、並びに史跡整備や来訪者の受け入れの態勢づくり
が必要である。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

評
価
の
説
明

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

見学者（推定） 約1000人 約1000人 約1000人

一 般 財 源 3,262 2,069 3,764（内繰越3,510）

事
 

業
 

概
 

要

 
　国史跡二ツ森貝塚が世界文化遺産登録の構成資産となっ
ていることから、青森県などと連携を図り登録を目指す。また
登録に向けての課題についても対策を行っていく。

世界文化遺産の登録に向けたＰＲ活動
史跡二ツ森貝塚整備基本計画検討委員会の開催
史跡二ツ森貝塚整備基本構想及び整備基本計画を策定
地元住民と史跡二ツ森貝塚について考える意見交換会の開催

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 世界文化遺産登録に向けた取り組み

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 3,262 2,069 3,764（内繰越3,510）

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

3（2）① 担当課 世界遺産対策室 担当者 金見　真樹
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） Ａ

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） Ａ

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない Ａ

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない Ａ

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） Ａ

優先性が高い 低い

　史跡公園は、町の貴重な観光資源であり、また町内小中学校をはじめ近隣町村の社会科見学の場として活用されてお
り、公園の維持管理の継続が必要である。
　維持管理を地域住民団体に委託したことにより、史跡保存への理解や協力関係の構築が図られた。
　職員で行っていた草刈り作業区域を地域住民団体に委託したことにより、職員の負担軽減が図られた。

今
後
の
取
組
・
課
題

　
　草刈り作業は４回実施したが、草が伸びている状態が長期間あり、草刈りの
時期や回数の検討が必要であり、来訪者の増える時期などを勘案し、作業回
数を増やすなど適切な管理に努める。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

評
価
の
説
明

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

見学者（推定） 約1,000人 約1,000人 約1,000人

一 般 財 源 657 667 799

事
 

業
 

概
 

要

二ツ森貝塚史跡公園の維持管理 公園内の清掃(駐車場・トイレ)、復元竪穴住居の薫蒸、園内の草刈
り・除草作業、薪割り作業等の業務を委託する。

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 二ツ森貝塚史跡公園管理業務委託事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 657 667 799

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

3(2)② 担当課 世界遺産対策室 担当者 金見　真樹

52



事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） Ａ

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） Ａ

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない Ａ

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない Ａ

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） Ａ

優先性が高い 低い

史跡二ツ森貝塚については、平成２７年度に国史跡の追加指定を受け、平成27年度から毎年計画的に土地の買上げを
実施しており、公有化率が52.9％に向上した。
史跡七戸城跡については、財政事情等により平成２０年度以降の買上げが中断されていたが、長年待たせていた希望
者について買上げを実施することができた。

今
後
の
取
組
・
課
題

史跡二ツ森貝塚については、世界文化遺産登録に向けて計画的に継続
して土地の買上げを行い公有化率の向上を目指すが、土地購入費の8割
は国補助であるが残りの2割は一般財源であり、財政状況と見合わせなが
ら進めていくことになる。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

評
価
の
説
明

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

取得面積 1,273.84㎡ 13,581.91㎡ 4,854.22㎡

一 般 財 源 10,194 8,866 10,723

事
 

業
 

概
 

要

　国史跡の指定を受けている二ツ森貝塚及び七戸城跡を保
護するため土地の買上げを行う。

　土地の買上げ及び移転補償を行うため、不動産鑑定及び建物
等移転補償費調査委託を行い、適正な土地価格と補償額で買上
げを行う。

史跡二ツ森貝塚：４，１９８．３２㎡（５筆）
史跡七戸城跡　：　　６５５．９０㎡（２筆）

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 史跡土地買上げ事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 50,970 43,229 53,606

財
源
内
訳

国・県支出金 40,776 34,363 42,883

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

3(2)③ 担当課 世界遺産対策室 担当者 金見　真樹
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

3(2)④ 担当課 生涯学習課 担当者 小坂　夏紀

事　　　業　　　名 国指定有形民俗文化財の保管

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 140 140 1,596

財
源
内
訳

国・県支出金

そ　　の　　他

町　　　　　債

一 般 財 源 140 140 1,596

事
 

業
 

概
 

要

国指定重要有形民俗文化財である「南部七戸見町観音堂庶民
信仰資料」と「南部七戸小田子不動堂奉納絵馬」、ならびに町
指定有形民俗文化財である「小田子不動堂庶民信仰資料」に
ついて、文化財保護法により、適切な管理のもと保存・活用する
ことを目的とする。

①資料借用の契約ならびに賃借料の支払い（見町観音堂、小田子不動
堂共に７万円）
②絵馬利用行為の申請受付
③絵馬の保護看守、燻蒸処理
④所有者、管理団体（町）、施設管理受託者（公益財団法人鷹山宇一記
念美術振興財団）との懇談会の実施

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

保管絵馬数 542 542 542

施設管理受託者の公益財団法人鷹山宇一記念美術振興財団により、適切に管理され、町民に対する公開も適切になされてい
る。

今
後
の
取
組
・
課
題

今後も文化財保護法に則り、適切な管理が求められる。特に絵馬の燻蒸処理につ
いて、青森県立郷土館が受入をしなくなったことから、燻蒸処理の専門業者に委託
し、適切に行う必要がある。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明

54



事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　 B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 B 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 B　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

郷土芸能発表会は他市町村からも観覧者があり盛況に終わったが、少子高齢化などの社会環境の変化によって、郷土芸能の保
存と伝承が厳しくなっている状況である。支援補助金額は各団体一律であるが、活動の一助になっている。

今
後
の
取
組
・
課
題

後継者育成が一番の課題である。少子高齢化、趣味や娯楽の多様化により、郷土
芸能への興味関心は低く、その存続が危ぶまれている。今後、子ども会や放課後
子ども教室と連携するなど、子どもへのアプローチによる後継者探しが求められる。
各団体の現状を把握しどのような支援ができるか検討する必要がある。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

評
価
の
説
明

事
 

業
 

概
 

要

伝統芸能及び郷土芸能の保護と育成を目的に、町指定無形民
俗文化財である神楽等の後継者育成や普及、郷土芸能発表会
の開催並びに町内外のイベントへの参加を促すため、町内11団
体の保存活動の支援を行う。

郷土芸能保存会補助金330千円（30千円×11団体）

保存会活動内容
　郷土芸能発表会の開催
　各種イベントへの出演

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

加入団体数 11 12 11

一 般 財 源 330 360 330

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 七戸町郷土芸能保存会支援事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 330 360 330

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

3(3)① 担当課 世界遺産対策室 担当者 鳥谷部久美子
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） Ｂ

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない Ｂ

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない Ｂ

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） Ｃ

優先性が高い 低い

評
価
の
説
明

文化交流センターは平成１７年度から児童館施設として、そして歴史民俗資料館としての文化財の保管保存、さらに体育
館施設からなる複合施設として供用を開始した。しかし児童館廃止後は常勤者もいなく平日は鍵をかけ閉め切っている
ため、施設の活用が図られていない。分館活動の場所としては、年10回程度利用されている。
施設は老朽化が進んでおり、浄化槽配管などの修繕を実施した。

今
後
の
取
組
・
課
題

歴史民俗資料館として、歴史文化等を紹介できるものとなっているが、常
勤者がなく、また、展示物を紹介できる職員も限られており、事前申し込み
をした団体のみにしか公開できない状態となっている。また、公民館分館
機能や避難所施設など不特定多数が利用できる状態となっており、文化
財の保護上問題がある。そういったことから、今後、常時見学ができる体制
づくりや防犯上の整備が必要と思われる。

□　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　■　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

Ａ

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

利用者数 565 319 213

一 般 財 源 884 88 253

事
 

業
 

概
 

要

文化交流センターは、歴史民俗資料館としてのほか、文化財
の保管場所にもなっている。それらを活用して町の文化を紹
介する。
また、西野分館や避難場所にもなっており、施設の維持管理
も図る。

文化交流センターの２階部分が歴史民俗資料館のように、当町に
残る文化財資料の保存と整備を行なっており、常時公開はしてい
ないが、事前申し込みにより町内小中学生等の学習見学に対応
する。
南公民館の西野分館の機能や避難場所になっているため、施設
修繕や草刈り・清掃等施設の維持管理を行う。

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 文化交流センターの活用の充実

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 884 88 253

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

3(4)① 担当課 世界遺産対策室 担当者 金見　真樹
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□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

　各小学校でもスキー教室は行っているが、その機会は少なく、町主催の
スキー教室の継続は必要である。
　また、6年間継続して参加してもらうために、講習内容などをスキークラブ
と協議する必要がある。
　スノーボードが普及してきたため、指導者を確保し講習会の開催を検討
する。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明

　アルペンスキーの講習会として町内の小学生を対象としており、雪国の冬期間のスポーツとして、また、他校の生徒との
交流の場として、町民のニーズは高い。
　また、町スキークラブと連携して事業実施しており、クラブ主催大会への参加者も増加しており成果を上げている。

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

参加者数（延べ人数） 352名 384名 340名

一 般 財 源 128 144 120

事
 

業
 

概
 

要

　スキーの基本練習を通し、技術の向上とスキーの楽しさを体
感するとともに、健康及び体力の増進を図ることを目的とする。
　また、参加者同士が行動をともにすることにより、望ましい人
間関係を育む。

対象　町内の小学生（1年～6年）
講師　七戸町スキークラブ員
回数　4回

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 　七戸町ジュニアスキースクール

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 128 144 120

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

事業細目番号 4（1）① 担当課 生涯学習課 担当者 小林　義博
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□ □

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

　誰でも参加できる競技を取り入れ、競技時間も短縮するように努めた。また、参加しやすい種目を増やすことにより、参
加者のスポーツ活動への意欲を高めている。

今
後
の
取
組
・
課
題

①地域間の交流のため、広く町民が参加できるよう工夫が必要である。
②参加者が減少傾向にあり、種目の選定や参加対象者、周知方法など検
討する必要がある。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　■　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明

5種目 5種目

10団体　234名 10団体　192名 9団体　189名

一 般 財 源 478 250 204

事
業
効
果

年　度
平成27年度 平成28年度 平成29年度

事
 

業
 

概
 

要

目的 内容

　町民に広くスポーツ・レクリエーション活動の場を提供し、健
康保持、体力増進及び相互の交流を図り、生涯を通じたス
ポーツ活動の参加意欲の向上を図る。

　平成25年度より「七戸ギネスチャレンジ」と名称変更し、誰でも気
軽に参加出来る種目とし、七戸独自の記録として毎年新記録を目
指し参加を募る。
　対象　町民（個人、町内会、分館、スポ少単位）
　　　　　※幼児から高齢者まで

七戸ギネスチャレンジ ７種目

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 　町民スポーツ交流会

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 438 250 204

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

事業細目番号 4（1）② 担当課 生涯学習課 担当者 小林　義博
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□ □

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

　体育協会加盟団体のほぼすべてが、目的に沿った事業を展開できている。

今
後
の
取
組
・
課
題

　事業の継続と更なる充実を目指し、各加盟団体と連携を図る。
　また、各加盟団体から課題並びに要望等を充分に聴き取り、事業の改善
に努める。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明

2教室等、14大会 2教室等、13大会

参加者数（人） 2,574名 2,330名 2,550名

一 般 財 源 1,670 1,791 1,770

事
業
効
果

年　度
平成27年度 平成28年度 平成29年度

事
 

業
 

概
 

要

目的 内容

　体育協会加盟団体による教室及び大会開催費に対する支
援をすることで、地域スポーツ活動の普及・奨励に努める。
　各競技による通常の大会とは別に、広く町民を対象とした
生涯にわたるスポーツライフの実現を図る。

○体育協会加盟団体主催ナイターリーグ大会
　（ﾌｯﾄｻﾙ、ﾊﾞﾄﾞﾐﾝﾄﾝ、ﾊﾞｽｹｯﾄボール、ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ）
○体育協会加盟団体主催大会等
　（朝野球、壮年ｽﾎﾟｰﾂ大会、ｿﾌﾄﾃﾆｽ大会、剣道大会、ｹﾞｰﾄﾎﾞｰﾙ
大会、ﾎﾞｳﾘﾝｸﾞ大会、ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ･ｺﾞﾙﾌ大会、町民登山）
○体育協会加盟団体主催教室
　（水泳教室、ジュニアベースボールスクール）

教室・大会数 2教室等、15大会

そ　　の　　他 2,569 2,375 2,318

町　　　　　債

事　　　業　　　名 　体育協会加盟団体によるスポーツ大会

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 4,239 4,166 4,088

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

事業細目番号 4（1）③ 担当課 生涯学習課 担当(記入)者 田栗　昌弘
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□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

　一般女子区間を走る選手の確保が課題であり、陸上競技協会と連携し
選手の発掘を行う。
　また、選手の情報を早い段階で把握し、選手の決定を円滑に行う。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明

　町民が一体感を強めることができるスポーツイベントで、毎年入賞を目指し監督・コーチを中心に練習会や選考会等を開
催し、選手の強化を図っており、県内トップクラスの選手も育成されている。

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

成績 町の部　5位　総合　11位 町の部　4位　総合　10位 町の部　8位　総合　17位

一 般 財 源 794 812 838

事
 

業
 

概
 

要

　大会を通じて七戸町民の一体感を強めるとともに、スポーツ
（陸上競技）に対する理解と関心を高め、活力ある町づくりとス
ポーツ振興を目的とする。

　県内全４０市町村が参加し、青森市内の８区間を市の部・町の
部・村の部でそれぞれ競う。町の部8位、総合17位の成績であっ
た。
　選手　・一般男子　 　7人（一般　5人　大学生　1人　高校生1人）
　　　　　・中学生男子　4人
　　　　　・女子４人（大学生　2人　中学生　2人）

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名  青森県民駅伝競走大会

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 854 872 898

財
源
内
訳

国・県支出金 60 60 60

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

事業細目番号 4（2）① 担当課 生涯学習課 担当者 西野　康平
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□ □

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

　スポーツを通じた町の活性化を図るためには、体育協会の力が必要不可欠であり、組織運営上の支援としては最低限
補助できている。

今
後
の
取
組
・
課
題

　競技人口が減少傾向にあるため、指導者の育成や幼少期からの育成
等、スポーツ活動を推進する人材育成に向けた取組みを、各加盟団体と協
議、検討を行っていく。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明

21団体 21団体

体育協会加盟人数 654名 647名 581名

一 般 財 源 1,631 1,650 1,812

事
業
効
果

年　度
平成27年度 平成28年度 平成29年度

事
 

業
 

概
 

要

目的 内容

　体育協会及び加盟団体への活動支援 　体育協会及び加盟団体の活動（組織運営・事業等）に対する支
援事業

体育協会加盟団体数 21団体

そ　　の　　他 779 534 538

町　　　　　債

事　　　業　　　名 　体育協会補助事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 2,410 2,184 1,274

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

事業細目番号 4（2）② 担当課 生涯学習課 担当(記入)者 田栗　昌弘
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□ □

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

　地域主体のスポーツ少年団が活動する上で、活動費の補助や強化事業による支援は今後も必要である。

今
後
の
取
組
・
課
題

　スポーツ少年団登録団員数が減少傾向にあるため、団員確保の取り組み
を本部役員及び各単位団長と協議し強化していく。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明

18団　328名 18団体　323名

一 般 財 源 1,220 1,900 1,921

事
業
効
果

年　度
平成27年度 平成28年度 平成29年度

事
 

業
 

概
 

要

目的 内容

　町民の健康維持・増進および体力・競技力の向上、更には
次世代を担う子どもたちへのスポーツの普及と健全育成を図
るため、町内で子どものスポーツ活動を行う団体へ支援す
る。

　七戸町からスポーツ少年団へ補助
　　補助対象経費
　　　 報償費、旅費、需用費、役務費、使用料、賃借料、負担金等
　　※食糧費、備品購入費、事務等の人件費は補助対象外

単位団・登録者数 18団　341名

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 七戸町スポーツ少年団活動費補助事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 1,220 1,900 1,921

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

事業細目番号 4（2）③ 担当課 生涯学習課 担当者 西野　康平
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□ □

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

　町代表として出場する大会への派遣費であり、選手強化に伴う成果及び競技人口の維持増加や生涯スポーツ活動の推
進につながっている。

今
後
の
取
組
・
課
題

　町代表として出場する大会への派遣費であり、今後も予算確保に努め
る。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明

青森県民体育大会参加者数 9競技118名出場/町の部8位 12種目141名出場/町の部第17位 11種目123名出場/町の部第11位

全国東北大会出場数 3団体（野球、サッカー、ゲートボール） 3団体（野球、サッカー、ゲートボール） 2団体（ゲートボール、ママさんバレー）

12競技160名出場（3競技優勝／総合第4位） 12競技137名出場（2競技優勝／総合第4位）

北奥羽総合体育大会参加者数 5競技52名出場 3競技29名出場/総合第4位 4競技28名出場/総合第3位

一 般 財 源 900 863 750

事
業
効
果

年　度
平成27年度 平成28年度 平成29年度

事
 

業
 

概
 

要

目的 内容

　体育協会及び加盟団体が町代表として地区大会並びに上
位大会出場の機会を支援し、競技力向上と指導者の資質向
上を目的とする。

　上北郡総合体育大会・北奥羽総合体育大会・青森県民体育大会
への参加に伴う費用の一部を補助する。
　全国・東北大会出場に伴う経費の一部補助及び選手強化のため
施設使用料の一部を補助する。

上北郡総合体育大会参加者数 14競技157名出場（3競技優勝／総合第3位）

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 　体育協会大会派遣事業（郡総合・北奥羽・県民体育大会）

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 900 863 750

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

事業細目番号 4（2）④ 担当課 生涯学習課 担当(記入)者 田栗　昌弘
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□ □

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

　東北大会以上の大会参加を支援することにより、競技団体及び競技者の高いレベルでの競技力強化や生涯スポーツ活動
の推進につながっている。

今
後
の
取
組
・
課
題

　補助金の対象となる大会の規模・大会参加条件等を考慮した補助対象経費
及び補助金額の見直しが必要である。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明

一般 7件　6団体　（44名）　 3件　3団体　（24名） 4件　3団体　（15名）

358,000円 149,000円 189,000円

8件　4団体　（32名） 6件　3団体　（23名）

1,839,000円 853,000円 771,000円

一 般 財 源 2,197 1,002 960

事
業
効
果

年　度
平成27年度 平成28年度 平成29年度

事
 

業
 

概
 

要

目的 内容

　上位大会出場機会を支援することで、競技力の向上・競技
スポーツの振興、生涯スポーツ振興を目的とする。

　町内スポーツ少年団及び体育協会加盟団体等が、予選を経て東
北・全国大会に出場する場合の対象経費（交通費宿泊費等）を補助
する。
(スポーツ少年団：対象経費1／1、体育協会加盟団体及び一般関係：
対象経費1／2）

スポーツ少年団 30件　9団体　（１４２名）

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 七戸町スポーツ大会等選手派遣補助事業（東北大会・全国大会）

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 2,197 1,002 960

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

事業細目番号 4（2）⑤ 担当課 生涯学習課 担当者 田栗　昌弘
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□ □

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

①軽スポーツの集い：参加しやすい軽スポーツを選択したことで、子どもから高齢者まで幅広い参加があり、短時間での実
施ではあったが楽しさ等を体感することで、健康増進や体力向上につながり、効果があった。
②スポーツ指導者等講習会：アスリートフードマイスター奥出貴子氏を講師として開催し、スポーツのための食事に対する意
識の向上を図ることができた。
③スポーツクラブ育成支援：総合型地域スポーツクラブ説明会を開催し、スポーツ関係団体の代表者と意見交換をすること
で、現状の把握、課題の確認をすることができた。

今
後
の
取
組
・
課
題

　町民に、スポーツができる環境を提供し、健康維持増進・体力向上を目的
に継続する。スポーツ推進委員を中心に、参加しやすい種目等を検討し、事
業の展開を図る。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明

スポーツクラブ育成支援 ４競技種目：95名参加 ―

１０１名参加 50名参加

スポーツ指導者等講習会 45名参加 33名参加

一 般 財 源 1,650 554

事
業
効
果

年　度
平成27年度 平成28年度 平成29年度

事
 

業
 

概
 

要

目的 内容

①町民の健康の維持増進・体力向上を目的に、子どもから高齢者ま
で参加しやすい軽スポーツの集いを実施し、地域スポーツ活動の普
及・奨励を図る。
②トップレベルの競技者の育成と指導者の確保を目的に、スポーツ
指導者等講習会を実施し、競技者の競技力向上を図る。
③総合型地域スポーツクラブ等の設立を目指し、スポーツ活動がで
きる環境づくりを支援し事業の充実を図る。

　七戸町の生涯スポーツの普及を図るため、下記の事業を実施する。
　　①軽スポーツの集い
　　②スポーツ指導者等講習会
　　③スポーツクラブ育成支援

軽スポーツ教室

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 健康増進生涯スポーツ普及事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） － 1,650 554

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

事業細目番号 4（2）⑥ 担当課 生涯学習課 担当者 西野　康平
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□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

　生涯スポーツの普及、事業の充実を図るため、軽スポーツの集い、スポー
ツ指導者講習会、町民スポーツレクリエーション祭を引き続き行う。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明

　スポーツ活動普及並びに指導のため、各地区で開催される研修等に参加しスポーツに対する意識向上に努めている。
　町民スポーツレクリエーション祭を主催実施するなど軽スポーツの普及に努め、地域スポーツ推進に大きな役割を果たし
ている。

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

委員数 12名 13名 11名

会議数(行事数） 14回 13回 15回

一 般 財 源 439 385 583

事
 

業
 

概
 

要

　地域におけるスポーツ活動の普及と振興を図る人材を育成
する。

　地域住民のスポーツ事業の実施に係る連絡調整並びに町民に
対するスポーツの実技指導、その他スポーツに関する指導及び助
言を行う。また、講習及び研修会の実施やスポーツ活動の普及に
努める。

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 　スポーツ推進委員研修

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 439 385 583

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

事業細目番号 4（3）① 担当課 生涯学習課 担当者 西野　康平
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□ □

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

　スポーツ活動で顕著な功績・成績のあった個人・団体を顕賞し、受賞者の功績を広く町民に周知することで、スポーツ活
動への意欲・関心を高めるものであり、町のスポーツ振興へもつながっている。

今
後
の
取
組
・
課
題

  各賞の種目及び大会種類による推薦基準の見直しを行ったことから、各
種団体及び関係者等への周知を図り、受賞者の推薦を円滑に行う。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

評
価
の
説
明

スポーツ優秀賞受賞者数 個人15名・団体3（44名） 個人13名・団体2（３３名） 個人13名・団体1（20名）

生涯スポーツ奨励賞受賞者数 個人７名・団体１（17名） 個人5名・団体2（17名） 個人9名

個人３名 該当者なし

スポーツ賞受賞者数 個人３名 個人２名 該当者なし

一 般 財 源 692 501 294

事
業
効
果

年　度
平成27年度 平成28年度 平成29年度

事
 

業
 

概
 

要

目的 内容

　スポーツ活動において、顕著な成績を残した者、町民の健
康福祉の増進に功労があったもの又は広く町民の模範となる
べきものを顕賞する。

　スポーツ顕賞（①スポーツ功労賞　②スポーツ賞　③スポーツ優
秀賞　④生涯スポーツ奨励賞）の顕賞を行う。
各種団体、県内外の高校から推薦基準に基づき推薦を受け、七戸
町スポーツ顕賞審議会で審議し、顕彰者を決定する。

スポーツ功労賞受賞者数 該当者なし

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 スポーツ顕賞表彰

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 692 501 294

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

事業細目番号 4（３）② 担当課 生涯学習課 担当者 田栗　昌弘
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□ □

項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

　規模の大きな大会・イベントを開催することで、施設の利用促進に繋がり、町の大きなPRにもなる。また、県・東北大会な
ど、レベルの高い試合に接する機会を提供できる。

今
後
の
取
組
・
課
題

　七戸体育館は耐震判定指標を満足していないため、大会の開催等につい
て利用を制限している。
　各施設の利用状況や維持更新費等を踏まえ、施設の集約と整備を計画的
に進め、大会や合宿の誘致に努めるとともに、町民の利用促進を図る。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明

〃 七体/４月：桜花柔道大会　1,000人 七体/7月：防犯剣道大会　1,000人 七体/7月：防犯剣道大会　1,000人

〃 七体/8月：防犯剣道大会　1,000人 七運/9月：朝野球県大会　800人 七運/8、9月：野球県大会 各600人

七体/6月：商業祭　1,000人 七体/6月：商業祭　1,000人

〃 七体/10月そば博　6,000人 七体/４月：桜花柔道大会　1,000人 七体/４月：桜花柔道大会　1,000人

一 般 財 源

事
業
効
果

年　度
平成27年度 平成28年度 平成29年度

事
 

業
 

概
 

要

目的 内容

　町内にある、スポーツ施設の利用促進を図ることを目的と
する。

　各種大会及びイベント事業等の開催誘致。

大規模な大会・イベント集客数 七体/6月：商業祭　1,000人

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 　各種大会開催や合宿等の誘致

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 0 0 0

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

事業細目番号 4（3）③ 担当課 生涯学習課 担当(記入)者 大池　謙嗣
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

会議

研修会

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

公民館運営審議会委員から意見や評価を得ることにより、地域に開かれた信頼される公民館づくりに貢献している。

今
後
の
取
組
・
課
題

地域や公民館との関わりのある関係者の意見を広く求め、地域に開かれた
公民館づくりを推進するために、継続が必要である。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

運営審議委員数 10人 10人 10人

２回 ２回 2回

1回 1回 1回

一 般 財 源 174 159 168

事
 

業
 

概
 

要

公民館が町民の意見を適切に反映し、民主的・効果的に運
営されるために、運営審議委員の協力を得て公民館運営を
行う。

公民館事業に関することや公民館の運営について、説明や意見
の聴取等を行う会議を年２回開催するほか、年1回研修会に参加
し、公民館運営の改善と地域に開かれた公民館づくりを推進した。

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 公民館運営審議員設置事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 174 159 168

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

5(1)① 担当課 七戸中央公民館 担当者 中村真理
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

　今後は、住民ニーズと効果的な利用法・啓発方法を考慮し、利用率の向
上に努めなければならない。
　また、施設・設備について、定期的な保守点検を行い、利便性の高い施
設・設備になるように努めなければならない。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

Ｂ(ｲ）

A

A

Ｂ(ｳ）

A

評
価
の
説
明

　町が行うべき地域づくり支援にとって、公民館施設は地域活動の拠点であることから、多様化している町民のニーズに
対して、本事業は優先性が極めて高い。
　利用者数は微減となっているものの、本事業は安定しており定着していると評価する。

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

公民館利用者数（人） 21,193人 20,939人 16,618 人

一 般 財 源 19,913 24,902 35,452

事
 

業
 

概
 

要

生涯学習活動の拠点機能 公民館施設の利用促進を図り、各種学習機会の増進、文化団体
育成支援を行う。

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 中央公民館（施設）事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 19,913 24,902 35,452

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

5(1)② 担当課 七戸中央公民館 担当者 中村真理
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

　分館は、地域性を活かした事業を実行するように努めるとともに、分館間
での情報共有の機会を設け、意見を交換している。
　今後は、情報共有に基づき、地域課題を見つけ、それに重点を置いた事
業を展開することが望まれる。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

A

A

A

Ｂ(ｲ)(ｴ)

A

評
価
の
説
明

　分館の地域性、独自性を持って、地域住民のニーズに沿った事業を実践することにより、地域コミュニティをより充実さ
せている。
　また、分館長会議を開催し、分館における課題を協議し、各分館の連携を図ることができた。

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

分館数（分館） 11 11 11

一 般 財 源 2,200 2,200 2,200

事
 

業
 

概
 

要

地域コミュニティの形成・充実及び地域の活性化を図ることを
目的とする。

地域の特性を活かし、地域住民を対象に学習機会、健康増進、奉
仕活動、伝統文化の継承、世代間交流等の事業を実践する。

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 中央公民館分館事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 2,200 2,200 2,200

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

5(1)③ 担当課 七戸中央公民館 担当者 中村真理

71



事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

　昨年同様、７つの講座を実施し、その中でも健康や料理に関する講座が人気があった。
　参加者も２０代から８０代と幅広く、参加者同士の交流を深めながら、サークルの立ち上げのきっかけの場となっている。
　今後は、サークルの立ち上げの支援をしていく。

今
後
の
取
組
・
課
題

　対象者、有効性、公平性等をより一層見極め、町民のニーズを考慮した
講座を継続しなければならない。
　また、講座をきっかけとした自主運営団体を奨励し、助言・支援に努めて
いく。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

A

A

A

Ｂ(ｱ)(ｴ)

A

評
価
の
説
明

事
 

業
 

概
 

要

町民の生涯学習として、知識の向上と教養を高めることによ
り、心豊かな生活を送るための一助となることを目的とする。

平成２９年度の講座内容一覧
　①筋膜リリース教室（前期・後期）
　②着付け教室
　③リラクゼーション教室
　④バルーンアート教室
　⑤そば打ち体験教室
　⑥アジ料理教室

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

講座数（講座） 7講座 7講座 7講座

講座申込者数（人） 203人 141人 128人

一 般 財 源 195 161 142

講座延べ実施数（人） 570人 295人 291人

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 中央公民館講座開設事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 195 161 142

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

5(1)④ 担当課 七戸中央公民館 担当者 中村真理
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

参加者数（人）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

　関係機関や関係課との連携を図り、学習内容をさらに充実させ、コスト削
減に努める。
　また、幅広い年代（６０代～８０代）の方が入学するので、アンケート調査
を実施したり、町民の意見や要望を取り入れ、施設、設備環境に配慮し、
学習機会を提供する必要がある。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ(ｱ)(ｴ)

A

評
価
の
説
明

　手工芸教室での作品をオータムフェスタへ出展し、披露した。
　健康教室にも積極的に参加し、心身ともに健康になれるように全ての講座に意欲的に取り組んでいた。

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

開催数 9回 9回 10回

271人 277人 252人

一 般 財 源 100 99 39

事
 

業
 

概
 

要

高齢者が「技術・技芸」「スポーツ」「健康」「一般教養」の学習
を図り、長年にわたって培った豊富な経験、知識、技術をさ
らに高め、健やかで生きがいのある人生を送り、社会活動に
参加する学習機会を提供することを目的とする。

　５月：合同開講式（生活習慣病の予防について）
　６月：スポーツ吹き矢体験　　　　　　 　７月：町外研修（八戸市）
　８月：手工芸教室（小物入れ）　　　　　９月：健康教室（健康体操）
１０月：手工芸教室（ルームボード）
１１月：防犯対策教室　　　　　　　　　　１２月：みよこ太鼓教室
　１月：健康教室（軽スポーツ）
　２月：合同閉講式（健康講話と健康食の試食会）

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 寿大学開設事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 100 99 39

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

5（１）⑤ 担当課 七戸中央公民館 担当者 中村真理
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） Ａ

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） Ａ

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない Ａ

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない Ａ

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある Ａ

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） Ａ

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

地域のニーズに合った講座を企画立案し、より一層高齢者の生き甲斐・社
会教育活動に参加する場の提供に役立つよう努力していく。また、男性の
参加者が少ないので、実施内容など、適切かつ魅力ある設定が必要であ
る。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（募集方法の見直しが必要）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

評
価
の
説
明

この事業は、６０歳以上が対象の事業であることから、実施内容や実施方法を、今後、住民のニーズに応えられるよう創意
工夫をし、高齢化社会の中、継続して内容の充実を図らなければならない。

事
 

業
 

概
 

要

高齢者の生き甲斐づくりの為、健康・教養・趣味を軸とした各
講座を開催し、社会教育活動に参加する機会を作る。

生涯学習のさらなる向上、充実を図る為、次のような講座を実施し
た。
講座　①開講式・講演会②清掃奉仕活動③パークゴルフ教室④
健康体操教室⑤ヨガ体操教室⑥町外施設等研修⑦手工芸室（パ
ステル画）⑧思い出の歌教室⑨グランドゴルフ教室⑩閉講式・講
演会　全10講座

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

講座実施数 11回 11回 10回

参加者人数 延人数281人 延人数264人 延人数296人

一 般 財 源 102 90 80

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 柏葉大学開設事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 102 90 80

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

5(1)⑥ 担当課 南公民館 担当者 岡田　晋
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

参加者数

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） A

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） A

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない A

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない A

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある A

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） A

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

いずれの講座も満足度は高く、内容は充実しているといえる。今後も町民
のニーズに合わせ、さらに展開していきたい。ただし、柏葉大学講座と同様
に男性の参加が少なすぎるので、男性が参加できるような講座内容の検討
が必要である。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

評
価
の
説
明

生涯学習事業の要とも言える事業であり､より一層の充実が望まれるため、優先性は高い。
参加者の満足度は概ね高く、充実しているといえる。

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

講座数 8講座 7講座 9講座

延人数380人 延人数201人 延人数289人

一 般 財 源 138 150 136

事
 

業
 

概
 

要

地域住民の知識、教養を高め､健康の増進を図り、心豊かで
潤いのある生活を目指す。講座を契機とした自主活動・グ
ループ作りに繋げる。

地域住民や時代の要請に応じた生涯学習講座を種類別、年齢層
別に開催。平成29年度は計9講座を開催した。
（創造の森トレッキング体験、絵手紙教室、新七戸の歴史講座、ク
レイクラフト教室、デジカメ使いこなし教室、エコクラフト教室、ゆか
た着付け教室、着物着付教室、町外施設等研修）

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 七戸南公民館講座開設事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 138 150 136

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

5(1)⑦ 担当課 七戸南公民館 担当者 岡田　晋
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） A

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） A

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない A

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない A

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある A

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） A

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

各分館とも安定した運営を行っている。今後他の地区（天間林地区）との
情報交換により、さらに充実した分館事業を行いたい。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

評
価
の
説
明

いずれの分館も分館長や分館主事を中心として特色のある事業を展開している。
南公民館としては、各分館の事業の周知の協力や､事業計画の助言に加え､適切な会計処理の指導を行っている。

事
 

業
 

概
 

要

地域住民の知識・教養を高め、健康の増進を図り、心豊かで
潤いのある生活の増進に努める。

旧七戸中央区以外の４地区（野々上､西野、倉岡、鶴児平）に分館
を設置し、各地区において特色のある事業を展開し､地域の生活
文化の振興、社会福祉の増進に寄与する。1分館あたり２０万円の
委託金交付。事業内容としては、運動会・盆踊り・敬老会・廃品回
収やクリーン作戦等の分館業務を委託する。

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

分館数 4 4 4

一 般 財 源

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 七戸南公民館分館事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 800 800 800

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

5(1)⑧ 担当課 七戸南公民館 担当者 岡田　晋
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

　各種文化団体を統括する七戸町文化協会は重要であり、当該協会を有効的に継続するためには、財政面、ソフト面に
おいて支援が必要である。
　当該協会の必要性・妥当性・公平性・優先性は妥当であると評価できるが、自立した団体としての活動を行えるように指
導が必要である。

今
後
の
取
組
・
課
題

　町の文化振興に対する必要性は大きいことから、継続して支援しなけれ
ばならない。
　今後は、効率性に重点を置き、コスト削減に向けて当該協会に対し、指
導・支援しなければならない。
　また、協会の自立を視野に入れた指導・支援も継続的に行っていく。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

Ｂ(ｲ)

A

A

Ｂ(ｴ)

Ｂ

評
価
の
説
明

事
 

業
 

概
 

要

文化団体相互の交流と、町の文化振興を目的に組織された
七戸町文化協会の指導・支援。

各種文化団体で組織する七戸町文化協会の文化振興事業の指
導及び支援。
七戸町文化協会主催事業（文化公演会）の支援。

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

文化協会登録団体数（団体） 49団体 48団体 47団体

ｸﾞﾘｰﾝﾌｧｰﾑ演奏会参加数（人）

一 般 財 源 706 800 800

文化講演会参加数（人） 300人 150人 150人

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 文化協会の育成支援事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 706 800 800

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

5(2)① 担当課 七戸中央公民館 担当者 中村真理
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

会員数

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

　新規加入者が少なく、組織の後継者の確保が難しい現状である。
　地域に根ざした活動を積極的に行い、新規会員の加入促進を図る必要
がある。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

Ｂ(ｲ)

A

A

Ｂ(ｲ)

Ｂ

評
価
の
説
明

　婦人会の現行組織は、概ね自立運営されている。
　各種研修会やボランティア活動を自主的に計画実施したり、町の行事に積極的に参加し、貢献している。

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

加入単位数 8単位 8単位 7単位

166人 160人 145人

一 般 財 源 500 400 400

事
 

業
 

概
 

要

婦人の社会的地位の向上と婦人活動の育成を目的とする。 婦人会活動に対する助言・指導等を行い、研修会、芸能発表会、
ボランティア活動を自主的に計画実施、さらに各種研修会、七戸
秋まつり流し踊り等の町内イベントへの参加を支援する。

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 七戸町連合婦人会育成事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 500 400 400

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

5(2)② 担当課 七戸中央公民館 担当者 中村真理
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

　今後も継続するとともに、町広報、町ホームページなど、新たな媒体の活
用を検討する。

■　継　続　　■　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明

　「中央公民館だより」は、啓発記事を掲載すると同時に、中央公民館講座等のお知らせ並びに参加申込みのための機
関紙となっており、町と町民とのコミュニケーションにおいて有効な媒体であると評価できる。

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

延べ毎戸配布数(世帯) 32,736 世帯 43,240 世帯 37,842 世帯

一 般 財 源 0 0 0

事
 

業
 

概
 

要

中央公民館の活動に関する多種多様な情報を提供し、意識
高揚と啓蒙を図る。

中央公民館事業に関わる情報紙「中央公民館だより」を全世帯に
配布する。
主に中央公民館講座のお知らせ並びに参加申し込みが内容と
なっている。

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 中央公民館だより発行事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 0 0 0

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

5(2)③ 担当課 七戸中央公民館 担当者 中村真理
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

　図書購入費を有効に活用し、町民のニーズに対応しながら継続して収集
整備をしていく必要がある。
　また、館内を利用しやすいように環境整備を行うとともに、町民に広報や
公民館だより、図書室だよりを活用し、図書室をＰＲする必要がある。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

3,963 人 2,137 人 2,205 人

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

Ｂ(ｲ)

Ａ

Ａ

Ｂ(ｳ)

Ａ

評
価
の
説
明

　図書室の利用者のニーズに対応した資料提供ができるように、蔵書のバランスを考慮し、一般図書・児童図書を収集整
備した。
　また、貸出・予約・リクエストサービス等の充実に努め、図書室サービスの周知を図るため、「図書室だより」を発行してい
る。

事
 

業
 

概
 

要

図書、記録その他図書室資料を整理、保存して町民の要求
に応え、公平な資料の提供によって教養、調査に資する。

図書室資料の収集、整備、相互貸借、町民サービス、巡回貸出の
実施や図書等の購入を行う。

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

年間開館日数 331日 329日 329日

図書購入費 747千円 543千円 535千円

年間入場者数

一 般 財 源 896 688 680

年間貸出冊数 6,778 冊 6,702 冊 7,685 冊

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 中央公民館図書室事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 896 688 680

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

6（1）① 担当課 七戸中央公民館 担当者 中村真理
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

図書購入費（千円）

蔵書数（冊）

年間貸出冊数（冊）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） Ａ

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） Ａ

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない Ａ

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない Ａ

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある Ａ

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） Ａ

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

限られた予算・人員・施設面の中で、できる限りのサービスを実施してお
り、今後もサービスの充実に努める必要がある。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

年間開館日数（日） 331 329 329

600 840 835

33,081 33,810 34,025

12,853 12,270

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

評
価
の
説
明

図書の収集については、蔵書バランスに考慮し整備するとともに、郷土資料の収集や、七戸町関連の新聞記事をスクラッ
プにし、利用の促進を図っている。また、図書館サービスの周知を図るため、「図書館だより」を発行している。

12,672

一 般 財 源 9,291 9,823 10,147

事
 

業
 

概
 

要

図書、記録その他必要な資料を収集・整理・保存して一般町
民の利用に供し、その教養、調査研究、レクリエーション等に
資するという、図書館法に基づいたサービスを実施する。

図書館資料の収集・整備、貸出、レファレンスサービス、巡回貸
出、集会行事の実施など。

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 図書館サービス事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 9,291 9,823 10,147

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

６ （１） ② 担当課 中央図書館 担当者 十枝内　知子
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

開催回数（回）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） Ｂ

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） Ａ

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない Ａ

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない Ａ

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある Ａ

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） Ａ

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

今後も継続して取り組んでいく。
■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

評
価
の
説
明

委員から出された意見は可能な限り、その都度図書館運営に反映させ、事業の改善を行っている。
平成29年度も、一部事業の運営にも参加してもらい、事業充実への協力もあった。

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

委員定数（人） 10 10 10

2 3 3

一 般 財 源 99 152 161

事
 

業
 

概
 

要

図書館法に基づく図書館協議会の招集・運営。 委員は、図書館の運営に関し館長の諮問に応ずるとともに、図書
館サービスについて館長に対し意見を述べる。図書館は、委員の
意見をもとに業務の改善に取り組む。

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 図書館協議会の運営

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 99 152 161

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

６ （１） ③ 担当課 中央図書館 担当者 十枝内　知子
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

おはなし会参加人数

学校配本冊数

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

　子どもが読書への関心を高めるよう、小学校の朝の読み聞かせ、こども園での絵本の読み聞かせ、おはなし会等を開催
し効果を上げている。
　子ども読書活動推進のために、読み聞かせボランティアの連携と支援を行っている。

今
後
の
取
組
・
課
題

　子ども読書活動推進のため、本に親しめる環境整備と、読み聞かせボラ
ンティアの育成は、今後も継続して支援を行っていく必要がある。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

A

A

A

A

A

A

評
価
の
説
明

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

児童図書貸出冊数 4,505 冊 4,887 冊 5,896 冊

339人 345人 311人

1,040 冊 1,040 冊 1,740 冊

一 般 財 源 24 24 24

事
 

業
 

概
 

要

すべての子どもがあらゆる機会、場所において自由で公平
に読書を行うことができるよう、読書環境づくりを推進する。

①おはなし会（春・夏・クリスマス・冬）開催と絵本の展示による啓発
②朝の読み聞かせ（小学校・こども園）
③学校巡回配本（小学校・こども園）
④読み聞かせボランティアの育成

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 子どもの読書活動推進事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 24 24 24

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

6（2）① 担当課 七戸中央公民館 担当者 中村真理
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない）

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない）

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％）

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

　今後も研修会等の情報を提供し、会員のさらなるスキルアップのために
支援していく必要がある。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

380 人 264 人 118 人

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

評
価
の
説
明

　会員が自主的に学習会を開いたり、各種研修会等に参加し、スキルアップに努めて読み聞かせ活動をしていることは、
すばらしいことで、成果が上がっている。

事
 

業
 

概
 

要

町民の読書活動支援のため、ボランティア活動の促進を図る
ことを目的とする。

　ボランティアの会員が、小学校での朝の読み聞かせ、こども園で
の絵本の読み聞かせ、各種団体等へのおはなし会を開催してい
る。

事
業
効
果

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

朝の読み聞かせ回数 27回 26回 26回

朝の読み聞かせ参加数 2,828 人 2,828 人 2,602 人

絵本の読み聞かせ参加数

一 般 財 源 0 0 0

絵本の読み聞かせ回数 4回 3回 2回

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 ボランティア活動の育成支援事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

決　算　額（千円） 0 0 0

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

6(2)② 担当課 七戸中央公民館 担当者 中村真理
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事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

ブックスタート実績（人）

学校配本実績（人/冊）

図書セット巡回配本（ヶ所）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） Ａ

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） Ａ

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない Ａ

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない Ａ

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある Ａ

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） Ａ

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

「七戸町子ども読書活動推進計画」をもとに、今後も継続して取り組んでい
く。また、ボランティアの育成については、新規会員の確保も含め、支援を
行っていく必要がある。

■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

おはなし会実績（回/人） 3回/100人 2回/85人 2回/40人

72人 80人 83人

2,786人/5,878冊 2,559人/5,702冊 2,639人/6,009冊

幼稚園・こども園・保育園　4ヶ所 幼稚園・こども園・保育園　4ヶ所

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

評
価
の
説
明

子ども読書活動推進計画に基づき、おはなし会をはじめとした各種事業を実施し、子どもの読書への関心を高める活動
を行っている。また、図書ボランティアの育成に関する支援も行っている。

幼稚園・こども園・保育園　4ヶ所

一 般 財 源 103 89 106

事
 

業
 

概
 

要

「七戸町子ども読書活動推進計画」に基づき、すべての子ど
もがあらゆる機会、場所において、自主的に読書を行うことが
できるよう、読書環境づくりを推進する。

①おはなし会の開催や絵本の展示による啓発活動
②6ヶ月児健診を利用したブックスタート事業
③学校巡回配本（月1回/低・高学年別）
④県立図書館事業「子どもの読書活動推進のための図書セット貸
出」事業を利用した巡回配本。（保育園・幼稚園対象：家庭での読
み聞かせ用絵本）　　⑤読み聞かせボランティアの育成

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 子どもの読書活動推進事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 103 89 106

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

６ （２） ③ 担当課 中央図書館 担当者 十枝内　知子

85



事業細目番号

□ 目的 □ 内容

年　度
項目（単位）

参加延べ人数（人）

①必要性（町民が必要としていますか）

A　町民ニーズは高い　　　　　　　　　　B　町民ニーズは低い（ない） Ａ

②妥当性（町が行うべきですか）

A　町が行うべきである B　町が行う必要性は薄れている（ない） Ａ

（Bの場合） （ア）国・県が行うべき　　　　（イ）民間で実施可能　　　　（ウ）その他

③有効性（期待された効果は上がっていますか）

A　成果は上がっている　　　　 Ｂ 成果は上がっていない Ａ

④公平性（事業の効果が公平に配分されていますか）

A　公平に配分されている　　　 Ｂ　公平に配分されていない Ａ

⑤効率性（コスト削減の余地はないですか）

A　コスト削減の余地はない　　　　 B　コスト削減の余地はある Ａ

（Bの場合） （ア）受益者負担　　　　（イ）事業の簡素・効率化　　　　（ウ）民間委託

（エ）他事業との統合・連携　　　　（オ）適切な財源の選択　　　　（カ）その他

⑥優先性（優先性の高い順に３段階に分類）

A　（75％）　　　　　　　B　（50％）　　　　　　　C　（25％） Ａ

優先性が高い 低い

今
後
の
取
組
・
課
題

今後も継続して取り組んでいく。
■　継　続　　□　充　実　　□　廃　止　□　縮　小

□　統　合　　□　完　了　　□　引続き見直し検討

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事
業
効
果

平成27年度 平成28年度 平成29年度

実施回数（回） ①10回, ②3回 ①5回，②2回 ①0回，②2回

①127人, ②81人 ①57人, ②65人 ①0人, ②64人

講座名
「夭折の文人・甲山と三治-郷土の偉才に学ぶ」 「読む喜び・書く楽しみ－わたしの文学来歴」 -

“とっておきの話”懇話会⑭～⑯

事
　
 
 
　
　
業
　
 
 
　
　
評
　
 
 
　
　
価

評　　　   　　　　　　　価 　　  　　　　　　　　項　　　　　　   　　　　目 評　　価

評
価
の
説
明

図書館を利用して研究等を行っている町民が中心となり、町の人や歴史にまつわる逸話を発表する場として「“とっておき
の話”懇話会」を開催しており、その運営等の協力・後援を行っている。

“とっておきの話”懇話会⑰・⑱ “とっておきの話”懇話会⑲・⑳

一 般 財 源 80 40 0

事
 

業
 

概
 

要

町民への学習機会の提供及び学習活動の支援を行う。 ①図書館講座の開講
②読書団体等への資料提供の支援や、イベントへの協力等
　（“とっておきの話”懇話会）

そ　　の　　他

町　　　　　債

事　　　業　　　名 生涯学習の推進・支援事業

事
　
業
　
費

年　　     　　　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

決　算　額（千円） 80 40 0

財
源
内
訳

国・県支出金

事　　　業　　　評　　　価　　　シ　　　ー　　　ト

６ （２） ④ 担当課 中央図書館 担当者 十枝内　知子
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